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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１のシロキサン骨格と、第２のシロキサン骨格と、前記第１のシロキサン骨格のケイ
素原子と前記第２のシロキサン骨格のケイ素原子とを架橋する少なくとも１つの分子内構
造と、を含む架橋アミノシロキサンポリマーであって、前記分子内構造が化学構造：
【化１】

　［式中、Ｘは下記の基：
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【化２】

　（式中、それぞれのＲは独立して炭素数１～１０の炭化水素基であり、それぞれのＲ１

は独立して炭素数１～１０の炭化水素基であり、それぞれのＲ２は独立して水素原子、Ｏ
Ｈ、炭素数１～１２の炭化水素基、フェニル基、Ｒ’（ＯＲ”）ｍ、又はＲ’ＯＨであり
、Ｒ’及びＲ”のそれぞれは独立してアルキル基であり、かつ「ｍ」は１～３であり、か
つ、「ａ」は０又は１である）から選択される］を有する、架橋アミノシロキサンポリマ
ー。
【請求項２】
　化学構造：
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【化３】

　［式中、Ｘ’は下記の基：
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【化４】

　（式中、Ｒ、Ｒ１、Ｒ２及び「ａ」のそれぞれは前記のとおりであり、Ｒ５～Ｒ２２の
それぞれは独立して水素原子、炭素数１～１２の炭化水素基、炭素数２～３０のアルケニ
ル基、炭素数６～１２の芳香族基、Ｒ’（ＯＲ”）ｍ、又はポリアルキレンオキシ基であ
り、Ｒ’、Ｒ”、及び「ｍ」のそれぞれは前記のとおりであり、「ｂ」及び「ｄ」のそれ
ぞれは独立して１～１００であり、かつ「ｃ」及び「ｅ」のそれぞれは独立して１～３，
０００である）から選択される］を有する、請求項１に記載の架橋アミノシロキサンポリ
マー。
【請求項３】
　前記第１のシロキサン骨格が、化学構造：
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【化５】

　［式中、Ｒ５～Ｒ１３のそれぞれは独立して水素原子、炭素数１～１２の炭化水素基、
炭素数２～３０のアルケニル基、炭素数６～１２の芳香族基、Ｒ’（ＯＲ”）ｍ、又はポ
リアルキレンオキシ基であり、Ｒ’及びＲ”のそれぞれは独立してアルキル基であり、か
つ「ｍ」は１～３であり、「ｂ」は１～１００であり、「ｃ」は１～３，０００であり、
かつ「Ｌ」は前記分子内構造である］を有する、請求項１に記載の架橋アミノシロキサン
ポリマー。
【請求項４】
　前記第２のシロキサン骨格が、化学構造：
【化６】

　［式中、Ｒ１４～Ｒ２２のそれぞれは独立して水素原子、炭素数１～１２の炭化水素基
、炭素数２～３０のアルケニル基、炭素数６～１２の芳香族基、Ｒ’（ＯＲ”）ｍ、又は
ポリアルキレンオキシ基であり、Ｒ’及びＲ”のそれぞれは独立してアルキル基であり、
かつ「ｍ」は１～３であり、「ｄ」は１～１００であり、「ｅ」は１～３，０００であり
、かつ「Ｌ」は前記分子内構造である］を有する、請求項１に記載の架橋アミノシロキサ
ンポリマー。
【請求項５】
　アミノ基を有するポリオルガノシロキサンと、
　α，β－不飽和カルボン酸アミド基を有するポリオルガノシロキサンと、の反応生成物
を含む、請求項１に記載の架橋アミノシロキサンポリマー。
【請求項６】
　アミノ基を有する前記ポリオルガノシロキサンが、化学式：
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　［式中、Ｒ、Ｒ１、Ｒ２及び「ａ」のそれぞれは前記のとおりであり、Ｒ５～Ｒ１３の
それぞれは独立して水素原子、炭素数１～１２の炭化水素基、炭素数２～３０のアルケニ
ル基、炭素数６～１２の芳香族基、Ｒ’（ＯＲ”）ｍ、又はポリアルキレンオキシ基であ
り、Ｒ’、Ｒ”、及び「ｍ」のそれぞれは前記のとおりであり、「ｂ」は１～１００であ
り、かつ「ｃ」は１～３，０００である］を有する、請求項５に記載の架橋アミノシロキ
サンポリマー。
【請求項７】
　α，β－不飽和カルボン酸アミド基を有する前記ポリオルガノシロキサンが、下記の化
学式：



(7) JP 6340437 B2 2018.6.6

10

20

30

40

50

【化８】

　［式中、Ｒ、Ｒ１、Ｒ２、「ａ」、Ｒ５～Ｒ１３、「ｂ」、及び「ｃ」のそれぞれは前
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記のとおりである］の１つを有する、請求項５に記載の架橋アミノシロキサンポリマー。
【請求項８】
　α，β－不飽和カルボン酸アミド基を有する前記ポリオルガノシロキサンが、
　アミノ基を有する第２のポリオルガノシロキサンと、
　無水マレイン酸及び／又は無水イタコン酸と、の反応生成物である、請求項７に記載の
架橋アミノシロキサンポリマー。
【請求項９】
　前記無水マレイン酸及び／又は前記無水イタコン酸の量が、前記第２のオルガノポリシ
ロキサンの前記アミノ基の１モル当たり０．０１～０．３３モルである、請求項８に記載
の架橋アミノシロキサンポリマー。
【請求項１０】
　ｉ）Ｒは独立して炭素数１～６の炭化水素基であり、
　ｉｉ）「ａ」は１であり、又は
　ｉｉｉ）ｉ）及びｉｉ）の両方である、請求項１に記載の架橋アミノシロキサンポリマ
ー。
【請求項１１】
　化粧料組成物、布地処理組成物、繊維処理組成物、ヘアケア組成物、及び繊維ケア組成
物から選択される、請求項１に記載の架橋アミノシロキサンポリマーを含む組成物。
【請求項１２】
　架橋アミノシロキサンポリマーを生成する方法であって、
　アミノ基を有するポリオルガノシロキサンを提供する工程と、
　無水マレイン酸及び／又は無水イタコン酸と、を提供する工程と、
　前記無水マレイン酸及び／又は前記無水イタコン酸と、アミノ基を有する前記ポリオル
ガノシロキサンとを混合して前記架橋アミノシロキサンポリマーを生成する工程と、を含
み、
　前記架橋アミノシロキサンポリマーが、第１のシロキサン骨格と、第２のシロキサン骨
格と、前記第１のシロキサン骨格のケイ素原子と前記第２のシロキサン骨格のケイ素原子
とを架橋する少なくとも１つの分子内構造と、を含み、前記分子内構造が化学構造：

【化９】

　［式中、Ｘは下記の基：
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【化１０】

　（式中、それぞれのＲは独立して炭素数１～１０の炭化水素基であり、それぞれのＲ１

は独立して炭素数１～１０の炭化水素基であり、それぞれのＲ２は独立して水素原子、Ｏ
Ｈ、炭素数１～１２の炭化水素基、フェニル基、Ｒ’（ＯＲ”）ｍ、又はＲ’ＯＨであり
、Ｒ’及びＲ”のそれぞれは独立してアルキル基であり、かつ「ｍ」は１～３であり、か
つ、「ａ」は０又は１である）から選択される］を有する、方法。
【請求項１３】
　アミノ基を有する前記ポリオルガノシロキサンと、前記無水マレイン酸及び／又は前記
無水イタコン酸とを、－２０℃から１００℃までの温度に加熱する工程を更に含む、請求
項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記無水マレイン酸及び／又は前記無水イタコン酸を提供する工程が、前記ポリオルガ
ノシロキサンのアミノ基１モル当たり０．０１～０．３３モルの前記無水マレイン酸及び
／又は前記無水イタコン酸を提供する工程として更に規定される、請求項１２に記載の方
法。
【請求項１５】
　前記無水マレイン酸及び／又は前記無水イタコン酸が、アミノ基を有する前記ポリオル
ガノシロキサンと反応し、α，β－不飽和カルボン酸アミド基を有するポリオルガノシロ
キサンを生成する、請求項１２に記載の方法。
【請求項１６】
　前記第２のシロキサン骨格が、化学構造：
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【化１１】

　［式中、Ｒ１４～Ｒ２２のそれぞれは独立して水素原子、炭素数１～１２の炭化水素基
、炭素数２～３０のアルケニル基、炭素数６～１２の芳香族基、Ｒ’（ＯＲ”）ｍ、又は
ポリアルキレンオキシ基であり、Ｒ’及びＲ”のそれぞれは独立してアルキル基であり、
かつ「ｍ」は１～３であり、「ｄ」は１～１００であり、「ｅ」は１～３，０００であり
、かつ「Ｌ」は前記分子内構造である］を有する、請求項３に記載の架橋アミノシロキサ
ンポリマー。
【請求項１７】
　α，β－不飽和カルボン酸アミド基を有する前記ポリオルガノシロキサンが、下記の化
学式：
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【化１２】

　［式中、Ｒ、Ｒ１、Ｒ２、「ａ」、Ｒ５～Ｒ１３、「ｂ」、及び「ｃ」のそれぞれは前
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【請求項１８】
　α，β－不飽和カルボン酸アミド基を有する前記ポリオルガノシロキサンが、
　アミノ基を有する第２のポリオルガノシロキサンと、
　無水マレイン酸及び／又は無水イタコン酸と、の反応生成物である、請求項１７に記載
の架橋アミノシロキサンポリマー。
【請求項１９】
　前記無水マレイン酸及び／又は前記無水イタコン酸が、前記第２のオルガノポリシロキ
サンの前記アミノ基の１モル当たり０．０１～０．３３モルの量で反応する、請求項１８
に記載の架橋アミノシロキサンポリマー。
【請求項２０】
　前記無水マレイン酸及び／又は前記無水イタコン酸を提供する工程が、前記ポリオルガ
ノシロキサンのアミノ基１モル当たり０．０１～０．３３モルの前記無水マレイン酸及び
／又は前記無水イタコン酸を提供する工程として更に規定される、請求項１３に記載の方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、それぞれ２０１４年５月２１日に出願された米国特許出願第６２／００１，
４２７号、同第６２／００１，４２１号及び同第６２／００１，４１５号の優先権及びす
べての利益を主張するものであり、これら出願の内容は本願明細書において参照により援
用される。
【０００２】
　本開示は一般に、特有の化学式を有する分子内構造を含む、架橋アミノシロキサンポリ
マーに関する。本開示はまた、架橋アミノシロキサンポリマーを生成する方法を提供する
。
【背景技術】
【０００３】
　毛髪を特定の形状で保持したいという要望が広くある。これを達成する２つの方法は、
毛髪の永続的な化学的変更又は一時的な変更である。一時的な変更は、水又はシャンプー
によって取り除くことができるものである。これは、一般的には、洗髪及び／又はコンデ
ィショニング後、並びに乾燥及び／又は整髪前に、湿った毛髪に組成物を適用するという
方法によって達成されてきた。整髪効果をもたらす目的で使用される物質は樹脂又はゴム
で、これらはムース、ゲル、ローション、又はスプレーの形態で販売されている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、これらの物質は、毛髪を櫛で解く際に困難を増し、毛髪の感触を低下さ
せる傾向があり、扱いにくいこともある。したがって、改善の余地がある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本開示は、第１のシロキサン骨格と、第２のシロキサン骨格と、少なくとも１つの分子
内構造を含む、架橋アミノシロキサンポリマーを提供する。この分子内構造は、第１のシ
ロキサン骨格のケイ素原子と第２のシロキサン骨格のケイ素原子とを架橋している。この
分子内構造は、化学構造：
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【化１】

を有する。
　構造（Ｉ）において、Ｘは下記の基：
【化２】

から選択される。
　基（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、及び（ＩＶ）において、それぞれのＲは独立して炭素数１～
１０の炭化水素基である。それぞれのＲ１は独立して炭素数１～１０の炭化水素基である
。それぞれのＲ２は独立して水素原子、ＯＨ、炭素数１～１２の炭化水素基、フェニル基
、Ｒ’（ＯＲ”）ｍ、又はＲ’ＯＨである。Ｒ’及びＲ”のそれぞれは独立してアルキル
基であり、「ｍ」は１～３である。更に、「ａ」は０又は１である。本開示はまた、この
アミノシロキサンポリマーを生成する方法を提供する。
【０００６】
　本開示の他の利点は容易に理解されると考えられ、下記の発明を実施するための形態を
参照し、添付の図面と併せて考慮することによってより良く理解される。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
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【図１】実施例１Ａ（下方の線）及び実施例１Ｂ（上方の線）のＮＭＲスペクトログラフ
である。
【図２】実施例２に関する周波数変調のプロット図である。
【図３】実施例２に関する温度変調のプロット図である。
【図４】実施例３に関する周波数変調のプロット図である。
【図５】実施例４に関する周波数変調のプロット図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本開示は、架橋アミノシロキサンポリマーを提供する。この架橋アミノシロキサンポリ
マーは、以後アミノシロキサンポリマーと記述することもある。このアミノシロキサンポ
リマーは、第１のシロキサン骨格と、第２のシロキサン骨格と、少なくとも１つの分子内
構造を含む。この分子内構造は、第１のシロキサン骨格のケイ素原子と第２のシロキサン
骨格のケイ素原子とを架橋している。用語「架橋」とは、第１のシロキサン骨格と第２の
シロキサン骨格が、少なくとも１箇所で、分子内構造によって結合していることをいう。
典型的には、本アミノシロキサンポリマーは、第１及び第２のシロキサン骨格の架橋又は
結合点を２つ以上（すなわち、第１及び第２のシロキサン骨格の間で伸張する１つ以上の
分子内構造）を有する。様々な実施形態において、本アミノシロキサンポリマーは、第１
と第２のシロキサン骨格との間に、２～１００、５～１００、５～９５、１０～９０、１
５～８５、２０～８０、２５～７５、３０～７０、３５～６５、４０～６０、４５～５５
、若しくは５０～５５、あるいは１、２、３、４、５、６、７、８、９、若しくは１０個
の結合点（又は架橋）を含む。すべての値及びこれらの値の間の範囲もまた、様々な非限
定的実施形態において明示的に企図される。
　第１及び第２のシロキサン骨格：
【０００９】
　第１及び第２のシロキサン骨格は、それぞれが少なくとも１つのケイ素原子を有する限
り、特に限定されるものではない。それぞれが独立して任意のＭ、Ｄ、Ｔ、及びＱ単位を
含んでよい。記号Ｍ、Ｄ、Ｔ、及びＱは、ポリオルガノシロキサンの構造単位の官能性を
表す。Ｍは、１官能性単位Ｒ０

３ＳｉＯ１／２を表す。Ｄは、２官能性単位Ｒ０
２ＳｉＯ

２／２を表す。Ｔは、３官能性単位Ｒ０ＳｉＯ３／２を表す。Ｑは、４官能性単位ＳｉＯ

４／２を表す。これらの単位の一般的構造式を下記に示す。
【化３】

　これらの構造／化学式において、Ｒ０は任意の炭化水素基、芳香族基、脂肪族基、アル
キル基、アルケニル基、又はアルキニル基であってよい。同様に、シロキサン骨格は分子
量又は粘度について特に限定されず、液体、ゴム、ゲル、等であってよい。
【００１０】
　様々な実施形態において、第１のシロキサン骨格は化学構造：
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【化４】

を有する。
　構造（Ａ）において、Ｒ５～Ｒ１３のそれぞれは独立して水素原子、炭素数１～１２の
炭化水素基、炭素数２～３０のアルケニル基、炭素数６～１２の芳香族基、Ｒ’（ＯＲ”
）ｍ、又はポリアルキレンオキシ基である。Ｒ’及びＲ”のそれぞれは独立してアルキル
基であり、「ｍ」は１～３である。一実施形態において、Ｒ”はメチルである。さらに、
「ｂ」は１～１００かつ「ｃ」は１～３，０００である。「Ｌ」は分子内構造である。
【００１１】
　様々な実施形態において、「ｍ」は１、２、又は３である。ある実施形態において、「
ｂ」は１～１００、５～９５、１０～９０、１５～８５、２０～８０、２５～７５、３０
～７０、３５～６５、４０～６０、４５～５５、又は５０～５５であってよい。ある実施
形態において、「ｃ」は１～３，０００、１～２，５００、１～２，０００、１～１，５
００、１～１，０００、１～５００、若しくは１～１００、あるいは２００～６００、２
５０～５５０、３００～５００、３５０～４５０、若しくは４００～４５０であってよい
。すべての値及びこれらの間の値の範囲、並びにこれらの値のすべての組合せもまた、本
願明細書において、様々な非限定的実施形態において明示的に企図される。
【００１２】
　様々な実施形態において、第２のシロキサン骨格は化学構造：
【化５】

を有する。
　構造（Ｂ）において、Ｒ１４～Ｒ２２のそれぞれは独立して水素原子、炭素数１～１２
の炭化水素基、炭素数２～３０のアルケニル基、炭素数６～１２の芳香族基、Ｒ’（ＯＲ
”）ｍ、又はポリアルキレンオキシ基である。Ｒ’及びＲ”のそれぞれは独立してアルキ
ル基であり、「ｍ」は１～３である。一実施形態において、Ｒ”はメチルである。さらに
、「ｄ」は１～１００かつ「ｅ」は１～３，０００である。「Ｌ」は分子内構造である。
第１及び第２のシロキサン骨格は、互いに同一又は異なることができる。
【００１３】
　様々な実施形態において、「ｍ」は１、２、又は３である。ある実施形態において、「
ｄ」は１～１００、５～９５、１０～９０、１５～８５、２０～８０、２５～７５、３０
～７０、３５～６５、４０～６０、４５～５５、又は５０～５５であってよい。ある実施
形態において、「ｅ」は１～３，０００、１～２，５００、１～２，０００、１～１，５
００、１～１，０００、１～５００、若しくは１～１００、あるいは２００～６００、２
５０～５５０、３００～５００、３５０～４５０、若しくは４００～４５０であってよい
。すべての値及びこれらの間の値の範囲、並びにこれらの値のすべての組合せもまた、本
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願明細書において、様々な非限定的実施形態において明示的に企図される。
【００１４】
　様々な実施形態において、Ｒ５～Ｒ１３及び／又はＲ１４～Ｒ２２（まとめて「Ｒ５～
Ｒ２２」と称す）の少なくとも１つ又はそれぞれは、独立して水素原子である。あるいは
、Ｒ５～Ｒ１３及び／又はＲ１４～Ｒ２２の少なくとも１つ又はそれぞれは、独立して炭
素数１～１２の炭化水素基、例えばメチル基、エチル基、又はプロピル基等の、最大で１
２個の炭素原子を有する任意の炭化水素基であってよい。より具体的には、炭化水素基は
、１、２、３、４、５、６、７、８、９、１０、１１、若しくは１２個の炭素原子又はこ
れらの間の任意の範囲の値を有してもよい。炭化水素は、飽和炭化水素、炭素原子間に１
つ以上の二重結合若しくは三重結合を有する不飽和炭化水素、水素原子が結合した炭素環
を１つ以上有するシクロアルカン、又は芳香族炭化水素であってよい。ある実施形態にお
いて、Ｒ５～Ｒ２２の少なくとも１つはメチル基である。
【００１５】
　他の実施形態において、Ｒ５～Ｒ１３及び／又はＲ１４～Ｒ２２の少なくとも１つ又は
それぞれは、独立して炭素数２～３０のアルケニル基であり、並びに任意の数の炭素原子
又は２～３０個の炭素原子を有してもよく、あるいは、独立して炭素数２～１２のアルケ
ニル基であり、並びに任意の数の炭素原子又は２と１２との間の範囲の炭素原子を有して
もよい。更なる実施形態において、Ｒ５～Ｒ１３及び／又はＲ１４～Ｒ２２の少なくとも
１つ又はそれぞれは、独立して炭素数６～１２の芳香族基であり、並びに任意の数の炭素
原子又は６～１２個の炭素原子を有してもよい。ある実施形態において、Ｒ５～Ｒ２２の
少なくとも１つはフェニル基である。
【００１６】
　更に他の実施形態において、Ｒ５～Ｒ１３及び／又Ｒ１４～Ｒ２２の少なくとも１つ又
はそれぞれは、独立してＲ’（ＯＲ”）ｍであってよく、ここでＲ’及びＲ”は独立して
アルキル基であり、かつ「ｍ」は１～３である。このアルキル基は、例えば、メチル基、
エチル基、又はプロピル基等の、最大で１２個の炭素原子を有する任意の炭化水素基であ
ってよいが、これらに限定されない。更なる実施形態において、Ｒ５～Ｒ２２の少なくと
も１つはＲ’ＯＨであり、ここでＲ’はアルキル基である。好適なアルキル基の例は、上
述した。
【００１７】
　更に他の実施形態において、Ｒ５～Ｒ１３及び／又Ｒ１４～Ｒ２２の少なくとも１つ又
はそれぞれは、独立してポリアルキレンオキシ基であってよい。ポリアルキレンオキシ基
はまた、エチレンオキシド（ＥＯ）基、プロピレンオキシド（ＰＯ）基、ブチレンオキシ
ド（ＢＯ）基等、又はこれらの組合せなどの、アルキレンオキシド（ＡＯ）基として記述
されることがある。更に他の実施形態において、利用可能な好適なＡＯ基の例としては、
ＥＯ基、ＰＯ基、ＢＯ基、アミレンオキシド基、これらの混合物、ＡＯ－テトラヒドロフ
ランの混合物、エピハロヒドリン、アラルキレンスチレン、並びにこれらの混合物が挙げ
られるが、これらに限定されるものではない。これらの化合物の構造は、当該技術分野に
おいて既知である。第１及び第２のシロキサン骨格の前述の基のすべての組合せが、本願
明細書において、様々な非限定的実施形態において明示的に企図される。
【００１８】
　Ｒ５～Ｒ１３の任意の１つ以上が、Ｒ１４～Ｒ２２の任意の１つ以上に置換され得るこ
とが企図される。他の非限定的実施形態において、Ｒ５～Ｒ１３の任意の１つ以上が、Ｒ
１４～Ｒ２２の任意の１つ以上と同一であってよい。更なる非限定的実施形態において、
本願明細書に示したＲ５～Ｒ１３の任意の１つ以上及び／又はＲ１４～Ｒ２２の任意の１
つ以上が、任意の位置で置換され得る。
　分子内構造：
【００１９】
　本アミノシロキサンポリマーは、上述のとおり、第１のシロキサン骨格のケイ素原子と
第２のシロキサン骨格のケイ素原子とを架橋する、少なくとも１つの分子内構造を含む。
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この分子内構造は、化学構造：
【化６】

を有する。
　構造（Ｉ）において、Ｘは下記の基：
【化７】

から選択される。
　基（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、及び（ＩＶ）において、それぞれのＲは独立して炭素数１～
１０の炭化水素基である。それぞれのＲ１は独立して炭素数１～１０の炭化水素基である
。それぞれのＲ２は独立して水素原子、ＯＨ、炭素数１～１２の炭化水素基、フェニル基
、Ｒ’（ＯＲ”）ｍ、又はＲ’ＯＨである。Ｒ’及びＲ”のそれぞれは独立してアルキル
基であり、「ｍ」は１～３である。更に、「ａ」は０又は１である。
【００２０】
　より具体的には、様々な実施形態において、分子内構造は下記の化学構造：
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【化８】

を有してもよい。
　基（Ｖ）、（ＶＩ）、及び（ＶＩＩ）において、Ｒ、Ｒ１、Ｒ２、及び「ａ」は、上述
のとおりである。
【００２１】
　様々な実施形態において、それぞれのＲは、独立して炭素数１～１０の炭化水素基であ
り、上述のとおり、例えば、メチル基、エチル基、若しくはプロピル基、又は最大で１０
個の炭素数を有する任意の炭化水素基である。Ｒは、１、２、３、４、５、６、７、８、
９、若しくは１０個の炭素原子又はこれらの間の任意の範囲の値を有してもよい。ある実
施形態において、Ｒの少なくとも１つ又はそれぞれが、独立して炭素数１～６の炭化水素
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基である。更に、「ａ」は０又は１であり、（ＨＮ－Ｒ）は任意選択、すなわち、「ａ」
が０の場合、（Ｒ－ＮＨ）は存在しない。一実施形態において、「ａ」は１である。他の
一実施形態において、「ａ」は０である。
【００２２】
　様々な実施形態において、それぞれのＲは、独立して炭素数１～１０の炭化水素基であ
り、上述のとおり、例えば、メチレン基、エチレン基、若しくはプロピレン基、又は最大
で１０個の炭素数を有する任意の炭化水素基である。Ｒは、１、２、３、４、５、６、７
、８、９、若しくは１０個の炭素原子又はこれらの間の任意の範囲の値を有してもよい。
ある実施形態において、Ｒの少なくとも１つ又はそれぞれが、独立して炭素数１～６の炭
化水素基である。更に、「ａ」は０又は１であり、（ＨＮ－Ｒ－）は任意選択、すなわち
、「ａ」が０の場合、（－Ｒ－ＮＨ）は存在しない。一実施形態において、「ａ」は１で
ある。他の一実施形態において、「ａ」は０である。
【００２３】
　様々な実施形態において、Ｒ２の少なくとも１つ又は両方が水素原子である。更なる実
施形態において、Ｒ２の少なくとも１つ又は両方がＯＨである。他の実施形態において、
Ｒ２の少なくとも１つ又は両方が独立して、１、２、３、４、５、６、７、８、９、１０
、１１、若しくは１２個の炭素原子又はこれらの間の任意の範囲の値を有してもよい、炭
素数１～１２の炭化水素基である。炭化水素基は上述のとおりであり得る。ある実施形態
において、Ｒ２の少なくとも１つ又はそれぞれが、独立して炭素数１～６の炭化水素基で
ある。更に他の実施形態において、Ｒ２の少なくとも１つ又は両方がフェニル基である。
他の実施形態において、Ｒ２の少なくとも１つ又は両方が、独立してＲ’（ＯＲ”）ｍで
ある。Ｒ’及びＲ”のそれぞれは、独立して、上述のとおりか、又は異なるアルキル基で
あり得る。更に、「ｍ」は１、２又は３である。更に他の実施形態において、Ｒ２の少な
くとも１つ又は両方が、独立してＲ’ＯＨである。Ｒ’は独立して、上述のとおりか、又
は異なるアルキル基であり得る。
　反応生成物：
【００２４】
　一実施形態において、本アミノシロキサンポリマーは、アミノ基を有するポリオルガノ
シロキサンと無水マレイン酸及び／又は無水イタコン酸との反応生成物を包含するか、又
は同反応生成物である。無水マレイン酸及び無水イタコン酸のそれぞれもまた、概してア
ルケニル環式無水物と称されることがある。他の一実施形態において、本アミノシロキサ
ンポリマーは、アミノ基を有するポリオルガノシロキサンと、α，β－不飽和カルボン酸
アミド基を有するポリオルガノシロキサンとの反応生成物を包含するか、又は同反応生成
物である。このα，β－不飽和カルボン酸アミド基を有するポリオルガノシロキサンは、
それ自体が、アミノ基を有するポリオルガノシロキサンと無水マレイン酸及び／又は無水
イタコン酸との反応の結果生成し得る。アミノ基を有するポリオルガノシロキサンと無水
マレイン酸及び／又は無水イタコン酸との反応により本アミノシロキサンポリマーが生成
されるが、その際、α，β－不飽和カルボン酸アミド基を有するポリオルガノシロキサン
が中間体として生成され得、それ自体が、出発物質であるアミノ基を有するポリオルガノ
シロキサンの別の分子と反応する。
　アミノ基を有するポリオルガノシロキサン：
【００２５】
　アミノ基を有するポリオルガノシロキサンは、当該技術分野において任意のものであっ
てよい。例えば、ポリオルガノシロキサンは、上述のとおり、任意のＭ、Ｄ、Ｔ、及びＱ
単位を包含し得る。
【００２６】
　様々な実施形態において、ポリオルガノシロキサンは、下記の化学式：
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【化９】

を有す。
　構造（ＶＩＩＩ）及び（ＩＸ）において、Ｒ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ５～Ｒ２２、「ａ」、「
ｂ」、「ｃ」、「ｄ」、及び「ｅ」のそれぞれは、上述のとおりである。混合物又は組合
せもまた使用され得る。
【００２７】
　α，β－不飽和カルボン酸アミド基（α,β-unsaturated carboxy acid amide group）
を有するポリオルガノシロキサンは、特に限定されるものではない。α，β－不飽和は、
アミド基（amide group）に対してであってもよく、又はカルボン酸基（carboxylic acid
 group）に対してであってもよい。一実施形態において、このポリオルガノシロキサンは
、α，β－不飽和カルボン酸アミド基（α,β-unsaturated carboxylic acid amide grou
p）を有するものとして記述される。
【００２８】
　様々な実施形態において、α，β－不飽和カルボン酸アミド基を有するポリオルガノシ
ロキサンは、化学式：
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【化１０】

を有する。
　構造（Ｘ）において、Ｒ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ５～Ｒ１３、「ａ」、「ｂ」、及び「ｃ」の
それぞれは、上述のとおりである。
【００２９】
　他の実施形態において、α，β－不飽和カルボン酸アミド基を有するポリオルガノシロ
キサンは、アミノ基を有する第２のポリオルガノシロキサンと無水マレイン酸との反応生
成物である。アミノ基を有する第２のポリオルガノシロキサンは、上述のポリオルガノシ
ロキサンと同一のもの又は異なるものであってよい。他の実施形態において、アミノ基を
有する第２のポリオルガノシロキサンは、上述の構造式を有する。
【００３０】
　無水マレイン酸は下記の式及び構造：
【化１１】

を有する。
　無水マレイン酸の対称性のため、典型的には、下記の反応スキームに示すように、前述
の反応において１つの主生成物のみが生成される。



(22) JP 6340437 B2 2018.6.6

10

20

30

40

【化１２】

　この反応スキームにおいて、Ｒ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ５～Ｒ１３、「ａ」、「ｂ」、及び「
ｃ」のそれぞれは、上述のとおりである。
【００３１】
　他の実施形態において、α，β－不飽和カルボン酸アミド基を有するポリオルガノシロ
キサンは、アミノ基を有する第２のポリオルガノシロキサンと無水イタコン酸との反応生
成物である。アミノ基を有する第２のポリオルガノシロキサンは、上述のポリオルガノシ
ロキサンと同一のもの又は異なるものであってよい。他の実施形態において、アミノ基を
有する第２のポリオルガノシロキサンは、上述の構造式を有する。
【００３２】
　無水イタコン酸は下記の式及び構造：
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を有する。
　非対称の無水イタコン酸を使用する際、下記の非限定的な実施例に示すように、様々な
主生成物が生成され得る。したがって、α，β－不飽和カルボン酸アミド基を有するポリ
オルガノシロキサンは、下記の構造を有し、下記の反応スキームを用いて生成され得る。
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【化１４】
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【化１６】

　この反応スキームにおいて、Ｒ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ５～Ｒ１３、「ａ」、「ｂ」、及び「
ｃ」のそれぞれは、上述のとおりである。
【００３３】
　上述の基、構造、式、及び／又は反応スキームのそれぞれにおいて、シス又はトランス
異性体／部分が図示されている場合もあるが、他の異性体／部分もまた企図される（図示
せず）。更に、酸性又は塩基性の構成要素が図示されている場合もあるが、これらは配位
する場合があり、すなわち、本開示の目的のために企図される塩の形態（図示せず）とな
り得る。例えば、酸性基が周囲のアミンに配位し、酸イオンの塩を生成することがある。
【００３４】
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　更に他の実施形態において、無水マレイン酸及び／又は無水イタコン酸は、第２のオル
ガノポリシロキサンのアミノ基の１モル当たり約０．０１～０．５、０．１～０．４、又
は０．０１～０．３３モルの量、又は任意の値若しくはこれらの間の値の範囲で反応する
。
　架橋アミノシロキサンポリマー：
【００３５】
　本アミノシロキサンポリマー自体は、本願明細書の様々な実施形態に記載のものを除き
、特に限定されるものではない。例えば、本アミノシロキサンポリマーの重量又は数平均
分子量は特に限定されない。種々の実施形態において、本アミノシロキサンポリマーは、
約３１０～３００，０００、１０，０００～１００，０００、又は１５，０００～６０，
０００ｇ／モルの重量平均分子量を有する。同様に、本アミノシロキサンポリマーの第１
及び第２のシロキサン骨格の重合度（「Ｄｐ」）も特に限定されない。様々な実施形態に
おいて、Ｄｐは約１～３，０００、１００～１，０００、又は２００～６００である。更
にまた、シロキサン骨格の「ｂ」と「ｃ」との比、及び／又は「ｄ」と「ｅ」との比は、
特に限定されない。様々な実施形態において、この比は約０．０１～１、０．０１～０．
５、又は０．０１～０．２である。更に、本アミノシロキサンポリマーの粘度も特に限定
されない。様々な実施形態において、Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ粘度計を使用して２５℃で測
定した粘度は約１０～１００，０００、１００～１０，０００、又は５００～５，０００
ｃＰである。
【００３６】
　様々な実施形態において、架橋アミノシロキサンは化学構造：

【化１７】

を有する。
　構造（ＸＶ）において、Ｘ’は下記の３つの基：
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【化１８】

から選択される。
　更に、Ｒ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ５～Ｒ２２、「ａ」、「ｂ」、「ｃ」、「ｄ」、及び「ｅ」
のそれぞれは、上述のとおりである。
　アミノシロキサンポリマーを生成する方法：
【００３７】
　本開示はまた、本架橋アミノシロキサンポリマーを生成する方法を提供する。この方法
は、アミノ基を有するポリオルガノシロキサンを提供する工程と、無水マレイン酸及び／
又は無水イタコン酸を提供し、無水マレイン酸及び／又は無水イタコン酸と、アミノ基を
有するポリオルガノシロキサンとを結合させて本架橋アミノシロキサンポリマーを生成す
る工程と、を含む。
【００３８】
　この反応は、下記の反応スキームによって実施され得るが、これに限定されるものでは
ない。
　反応スキーム１：
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【化１９】
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【化２０】

　Ｒ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ５～Ｒ２２、「ａ」、「ｂ」、「ｃ」、「ｄ」、及び「ｅ」のそれ
ぞれは、上述のとおりである。
　反応スキーム２：
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【化２２】

　Ｒ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ５～Ｒ２２、「ａ」、「ｂ」、「ｃ」、「ｄ」、及び「ｅ」のそれ
ぞれは、上述のとおりである。
　反応スキーム３：
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【化２４】

　Ｒ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ５～Ｒ２２、「ａ」、「ｂ」、「ｃ」、「ｄ」、及び「ｅ」のそれ
ぞれは上述のとおりである。
【００３９】
　上述の基、構造、式、及び／又は反応スキームのそれぞれにおいて、シス又はトランス
異性体／部分が図示されている場合もあるが、他の異性体／部分もまた企図される（図示
せず）。更に、酸性又は塩基性の構成要素が図示されている場合もあるが、これらは配位
する場合があり、すなわち、本開示の目的のために企図される塩の形態（図示せず）とな
り得る。例えば、酸性基が周囲のアミンに配位し、酸イオンの塩を生成することがある。
【００４０】
　提供の工程のそれぞれは、当該技術分野において既知の任意の方法によって更に規定さ
れてもよい。例えば、前述の構成要素は容器、反応器等で提供され得るが、当業者には理
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解されるとおり、バッチ又は連続的に、並びに、任意の適切な温度、圧力、速度、及び／
又は量で提供されてもよい。
【００４１】
　一実施形態において、無水マレイン酸及び／又は無水イタコン酸を提供する工程は、無
水イタコン酸の非存在下で無水マレイン酸を提供する工程として更に規定される。他の一
実施形態において、無水マレイン酸及び／又は無水イタコン酸を提供する工程は、無水マ
レイン酸の非存在下で無水イタコン酸を提供する工程として更に規定される。
【００４２】
　無水マレイン酸が使用されるとき、アミノ基を有するポリオルガノシロキサンとは、ア
ミノ基１モル当たり約０．０１～０．５、０．０１～０．４５、又は０．１～０．４モル
の量で典型的に反応する。更に、無水イタコン酸が使用されるとき、アミノ基を有するポ
リオルガノシロキサンとは、アミノ基１モル当たり約０．０１～０．５、０．０１～０．
４５、又は０．１～０．４モルの量で典型的に反応する。更に、無水マレイン酸及び無水
イタコン酸の両方が使用される場合、使用される無水マレイン酸及び無水イタコン酸の総
量は、アミノ基１モル当たり典型的には約０．０１～０．５、０．０１～０．４５、又は
０．１～０．４モルである。しかしながら、本開示は、これらの量に限定されない。すべ
ての値及び上述の値の間の値の範囲もまた、本願明細書の様々な非限定的実施形態におい
て明示的に企図される。
【００４３】
　他の実施形態において、この方法は、アミノ基を有するポリオルガノシロキサンと、無
水マレイン酸及び／又は無水イタコン酸とを、約－２０℃～１００、０～１００、２０～
１００、４０～１００、６０～１００、６５～９５、７０～９０、７５～８５、又は８０
～８５℃の温度に加熱する工程を更に含む。ある具体的な実施形態において、加熱する工
程は、約４０～９０℃の温度を含む。更に他の実施形態において、無水マレイン酸及び／
又は無水イタコン酸を提供する工程は、ポリオルガノシロキサンのアミノ基１モル当たり
約０．０１～０．５、０．０１～０．４５、０．１～０．４、又は０．０１～０．３３モ
ルの無水マレイン酸及び／又は無水イタコン酸を提供する工程として、更に規定される。
すべての値及び上述の値の間の値の範囲もまた、本願明細書の様々な非限定的実施形態に
おいて明示的に企図される。
　追加の実施形態：
【００４４】
　様々な実施形態において、本アミノシロキサンポリマーはゲルである。他の実施形態に
おいて、本アミノシロキサンポリマーはエラストマーである。更に他の実施形態において
、本アミノシロキサンポリマーは固体である。本開示はまた、本アミノシロキサンポリマ
ーを含むフィルムを提供する。このフィルムは、任意の寸法の長さ、幅、及び厚みであっ
てよい。典型的には、このフィルムは本アミノシロキサンポリマーを使用して形成される
。例えば、本アミノシロキサンポリマーを基材上に注ぎ、その後乾燥してフィルムを形成
してもよい。基材は当該技術分野において任意であり、プラスチック、木材、ガラス、ポ
リマー、金属、ヒトの皮膚、ヒトの毛髪、布地、織物等を含む。
【００４５】
　他の実施形態において、本開示は、化粧料成分としての本アミノシロキサンポリマー又
はフィルムの使用を提供する。あるいは、本開示は、布地処理剤としての本アミノシロキ
サンポリマー又はフィルムの使用を提供する。あるいは、本開示は、繊維処理剤又は組成
物としての本アミノシロキサンポリマー又はフィルムの使用を提供する。更に、本開示は
、本アミノシロキサンポリマー又はフィルムを含む化粧料組成物を提供する。本開示はま
た、本アミノシロキサンポリマー又はフィルムを含むヘアケア組成物を提供する。本開示
はまた、本アミノシロキサンポリマー又はフィルムを含む布地処理組成物を提供する。本
開示は、本アミノシロキサンポリマー又はフィルムを含む繊維処理組成物を更に提供する
。
【００４６】
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　本開示のフィルム及び／又はアミノシロキサンポリマーは、例えば、毛髪、皮膚、粘膜
又は歯等へのパーソナルケア用途等の、多くの用途において有用となり得る。これらの用
途の多くにおいて、本フィルム及び／又はアミノシロキサンポリマーは滑性であり、スキ
ンクリーム、スキンケアローション、保湿剤、アクネ又は皺取り等の美顔用品、身体用及
び顔用洗浄剤、バスオイル、香料、芳香剤、コロン、匂い袋、日焼け止め、プレシェーブ
及びアフターシェーブローション、シェービングソープ及び剃毛用泡の特性を改善する。
本フィルム及び／又はアミノシロキサンポリマーは同様に、ヘアシャンプー、ヘアコンデ
ィショナー、ヘアスプレー、ムース、パーマネント剤、脱毛剤、及びキューティクルコー
トに使用することができ、例えば、整髪及びコンディショニングにおいて効果をもたらす
。化粧料において、本フィルム及び／又はアミノシロキサンポリマーは、メイクアップ用
化粧品、カラー化粧品、ファンデーション、ほお紅、口紅、アイライナー、マスカラ、油
脂除去剤、カラー化粧品除去剤、及びパウダー中の色素用の均染剤及び展着剤として機能
し得る。本フィルム及び／又はアミノシロキサンポリマーはまた、ビタミン、有機日焼け
止め、セラミド、医薬品等の油溶性及び水溶性物質のための送達系として有用であり得る
。スティック、ゲル、ローション、エアロゾル及びロールオンに配合される場合、本フィ
ルム及び／又はアミノシロキサンポリマーは、乾燥した滑らかな取り出しを付与すること
ができる。本フィルム及び／又はアミノシロキサンポリマーはまた、蒸着ポリマー、界面
活性剤、洗剤、抗菌剤、フケ防止剤、起泡力増進剤、タンパク質、保湿剤、懸濁化剤、乳
白剤、香料、着色剤、植物抽出物、ポリマー等の、他の従来のケア成分と混合されてもよ
い。一実施形態において、本フィルム及び／又はアミノシロキサンポリマーは、化粧料組
成物、布地処理組成物、ヘアケア組成物、繊維ケア組成物、及びこれらの組合せの群から
選択される、水系組成物に含まれる。本フィルム及び／又はアミノシロキサンポリマーは
、パーソナルケア製品中に、その約０．０１～５０重量％、又は０．１～２５重量％の量
で使用されてよい。
【００４７】
　本フィルム及び／又はアミノシロキサンポリマーはまた、織物繊維処理、革の滑沢化、
布地の柔軟化、剥離剤、水系コーティング、（特に原油パイプラインにおける）オイルの
引き摺りの軽減、滑沢化、セルロース材料切断の円滑化等、シリコーンが従来使用されて
きた多くの他の領域において、多くの他の利用にとって有用であり得る。本フィルム及び
／又はアミノシロキサンポリマーはまた、オイルの引き摺りを軽減する目的でも使用でき
る。本フィルム及び／又はアミノシロキサンポリマーはまた、抗菌用途、防腐剤、防臭剤
、創傷被覆材、及び歯磨剤において、並びに有機合成反応における触媒として使用するこ
とができる。更に、本フィルム及び／又はアミノシロキサンポリマーは、フィルター及び
太陽電池にも使用できる。
【００４８】
　本開示はまた、パーソナルケア組成物を提供する。これは、パーソナルケア製品組成物
として記述されることもある。本パーソナルケア組成物は、本アミノシロキサンポリマー
を含む。本パーソナルケア組成物は、クリーム、ゲル、粉末、ペースト、又は注ぎやすい
液体の形態であってよい。一般に、かかる組成物は、室温で固体の材料が組成物中に存在
しない場合、単純なプロペラミキサー、Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ逆回転ミキサー、又は均質
化ミキサーを使用して、室温で調製することができる。特別な装置又は加工条件は、典型
的には必要ない。製造する形態の種類に応じて調製方法は異なるだろうが、こうした方法
は当技術分野において公知である。
【００４９】
　本パーソナルケア組成物は、塗布される身体部分に対して機能的なものであってよく、
美容的なもの、治療的なもの、又はこれらをある程度組み合わせたものであってもよい。
このような製品の従来の例として、発汗抑制剤及び体臭防止剤、スキンケアクリーム、ス
キンケアローション、保湿剤、アクネ又は皺取り等の美顔用品、身体用及び顔用洗浄剤、
バスオイル、香水、コロン、匂い袋、日焼け止め、プレシェーブ及びアフターシェーブロ
ーション、シェービングソープ、及び剃毛用泡、ヘアシャンプー、ヘアコンディショナー
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、染毛剤、縮毛矯正剤、ヘアスプレー、ムース、ジェル、パーマネント剤、脱毛剤、並び
にキューティクルコート、化粧品、カラー化粧品、ファンデーション、コンシーラー、ほ
お紅、口紅、アイライナー、マスカラ、油脂除去剤、カラー化粧品除去剤、並びにパウダ
ー、予防用及び／又は治療用であってよい抗アクネ剤、口腔衛生剤、抗生剤、治癒促進剤
、及び栄養剤等を含む薬用クリーム、ペースト又はスプレーが挙げられるが、これらに限
定されない。概して、本パーソナルケア組成物は、液体、リンス、ローション、クリーム
、ペースト、ゲル、発泡体、ムース、軟膏、スプレー、エアロゾル、石鹸、スティック、
軟固形、固体ゲル、及びゲルを含むがこれらに限定されない、いずれかの従来の形態での
適用を可能にする担体と共に配合してもよい。好適な担体は、当技術分野において理解さ
れる。
【００５０】
　本パーソナルケア組成物は、様々なパーソナル、家庭、及びヘルスケア用途に使用でき
る。特に、本開示のアミノシロキサンポリマー及び／又はパーソナルケア組成物は、米国
特許第６，０５１，２１６号、同第５，９１９，４４１号、同第５，９８１，６８０号、
ＷＯ２００４／０６０２７１及びＷＯ２００４／０６０１０１に記載のパーソナルケア製
品において、ＷＯ２００４／０６０２７６に記載の日焼け止め剤組成物において、ＷＯ０
３／１０５８０１に記載のフィルム生成樹脂をも含有する化粧料組成物において、米国特
許出願公開第２００３／０２３５５５３号、同第２００３／００７２７３０号及び同第２
００３／０１７０１８８号、並びに欧州特許第１，２６６，６４７号、同第１，２６６，
６４８号、及び同第１，２６６，６５３号、並びにＷＯ０３／１０５７８９、ＷＯ２００
４／０００２４７及びＷＯ０３／１０６６１４に記載の化粧料組成物において、ＷＯ２０
０４／０５４５２３に記載のものへの添加剤として、米国特許出願公開第２００４／０１
８００３２号に記載の長持ちする化粧料組成物において、並びに／又はＷＯ２００４／０
５４５２４に記載の透明又は半透明なケア及び／又はメークアップ組成物において使用す
ることができ、これらのすべては、本願明細書の様々な非限定的実施形態において参照に
より明示的に援用される。
【００５１】
　本パーソナルケア組成物及び／又はアミノシロキサンポリマーは、人体、例えば皮膚若
しくは毛髪に対してアプリケータ、ブラシ等を用いて塗布するか、手で塗布する、注ぐ、
及び／又は、場合により組成物を体面上若しくは体内に擦り込むか若しくはマッサージす
る等の、標準的な方法によって使用できる。例えば、洗浄、拭き取り、及びピーリング等
のカラー化粧品の除去方法も公知の標準的な方法である。皮膚に使用する場合は、本パー
ソナルケア組成物及び／又はアミノシロキサンポリマーを、従来の方式で、例えば皮膚の
コンディショニング用に用いてよい。本パーソナルケア組成物及び／又はアミノシロキサ
ンポリマーの有効量を皮膚に適用してよい。かかる有効量は、概して約１～３ｍｇ／ｃｍ
２である。皮膚への適用は、典型的には、本パーソナルケア組成物及び／又はアミノシロ
キサンポリマーを皮膚内に作用させることを含む。皮膚に適用するためのこの方法は、皮
膚を有効量の本パーソナルケア組成物及び／又はアミノシロキサンポリマーに接触させる
工程と、次いで本パーソナルケア組成物及び／又はアミノシロキサンポリマーを皮膚に擦
り込む工程とを典型的に含む。これらの工程は、所望の効果を達成するために所望に応じ
て何度でも繰り返すことができる。
【００５２】
　本パーソナルケア組成物及び／又はアミノシロキサンポリマーを毛髪に使用する際は、
毛髪をコンディショニングするための従来の方式を用いてよい。本パーソナルケア組成物
及び／又はアミノシロキサンポリマーの有効量を毛髪に適用してよい。かかる有効量は概
して約１～５０、又は１～２０ｇである。毛髪への適用は、毛髪のほとんど又はすべてを
本パーソナルケア組成物及び／又はアミノシロキサンポリマーと接触させ、本パーソナル
ケア組成物及び／又はアミノシロキサンポリマーを毛髪に作用させることを典型的に含む
。毛髪をコンディショニングするためのこの方法は、有効量の本パーソナルケア組成物及
び／又はアミノシロキサンポリマーを毛髪に適用する工程と、次いで本パーソナルケア組
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成物及び／又はアミノシロキサンポリマーを毛髪に作用させる工程とを典型的に含む。こ
れらの工程は、所望のコンディショニング効果を達成するために所望に応じて何度でも繰
り返すことができる。
【００５３】
　本パーソナルケア組成物、化粧料組成物、布地処理組成物、ヘアケア組成物、フィルム
及び／若しくはアミノシロキサンポリマー、又は上述の任意の他の組成物に配合してよい
添加剤の非限定的な例としては、追加のシリコーン、抗酸化剤、洗浄剤、着色剤、追加の
コンディショニング剤、付着剤（deposition agents）、電解質、軟化剤及び油類、剥離
剤、発泡促進剤、芳香剤、湿潤剤、保湿剤、殺シラミ薬、ｐＨ調整剤、色素、防腐剤、殺
生物剤、他の溶剤、安定剤、日焼け防止剤、懸濁化剤、なめし剤、他の界面活性剤、増粘
剤、ビタミン類、植物成分、蝋類、レオロジー改質剤、フケ防止剤、抗アクネ剤、虫歯予
防薬、及び創傷治癒促進剤が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００５４】
　シャンプー若しくは洗浄剤等の本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサン
ポリマー及び／又は上述の任意の他の組成物は、少なくとも１つのアニオン性洗浄界面活
性剤を含んでよい。これは、シャンプーの処方に典型的に使用される、公知のアニオン性
洗浄界面活性剤のいずれかであってよい。これらのアニオン性洗浄界面活性剤は、シャン
プー組成物中で洗浄剤及び発泡剤として機能することができる。アニオン性洗浄界面活性
剤の例としては、次が挙げられる：アルカリ金属スルホリシネ－ト（sulforicinates）；
ヤシ油酸類のスルホン化モノグリセリド等の脂肪酸のスルホン化グリセリルエステル；オ
レイリセチアネートナトリウム（sodium oleylisethianate）等のスルホン化一価アルコ
ールエステルの塩；オレイルメチルタウリドのナトリウム塩等のアミノスルホン酸のアミ
ド；スルホン酸パルミトニトリル等の脂肪酸ニトリルのスルホン化物；α－ナフタレンモ
ノスルホン酸ナトリウム等のスルホン化芳香族炭化水素；ナフタレンスルホン酸とホルム
アルデヒドとの縮合物；オクタヒドロアントラセンスルホン酸ナトリウム；ラウリル硫酸
ナトリウム、ラウリル硫酸アンモニウム又はラウリル硫酸トリエタノールアミン等のアル
キル硫酸アルカリ金属塩；ラウリルエーテル硫酸ナトリウム、ラウリルエーテル硫酸アン
モニウム、アルキルアリールエーテル硫酸ナトリウム、及びアルキルアリールエーテル硫
酸アンモニウム等の、８個以上の炭素原子のアルキル基を有する硫酸エーテル；８個以上
の炭素原子のアルキル基を１つ以上有するアルキルアリールスルホン酸；例えば、ヘキシ
ルベンゼンスルホン酸ナトリウム塩、オクチルベンゼンスルホン酸ナトリウム塩、デシル
ベンゼンスルホン酸ナトリウム塩、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム塩、セチルベ
ンゼンスルホン酸ナトリウム塩、及びミリスチルベンゼンスルホン酸ナトリウム塩等のア
ルキルベンゼンスルホン酸アルカリ金属塩；ＣＨ３（ＣＨ２）６ＣＨ２Ｏ（Ｃ２Ｈ４Ｏ）

２ＳＯ３Ｈ、ＣＨ３（ＣＨ２）７ＣＨ２Ｏ（Ｃ２Ｈ４Ｏ）３．５ＳＯ３Ｈ、ＣＨ３（ＣＨ

２）８ＣＨ２Ｏ（Ｃ２Ｈ４Ｏ）８ＳＯ３Ｈ、ＣＨ３（ＣＨ２）１９ＣＨ２Ｏ（Ｃ２Ｈ４Ｏ
）４ＳＯ３Ｈ、及びＣＨ３（ＣＨ２）１０ＣＨ２Ｏ（Ｃ２Ｈ４Ｏ）６ＳＯ３Ｈを包含する
ポリオキシエチレンアルキルエーテルの硫酸エステル；並びにアルキルナフチルスルホン
酸のナトリウム塩、カリウム塩、及びアミン塩。典型的に、洗浄界面活性剤は、ラウリル
硫酸ナトリウム、ラウリル硫酸アンモニウム、ラウリル硫酸トリエタノールアミン、ラウ
リルエーテル硫酸ナトリウム、及びラウリルエーテル硫酸アンモニウムから選択される。
アニオン性洗浄界面活性剤は、シャンプー組成物中に、シャンプー組成物の総重量の約５
～５０、又は５～２５重量％で存在し得る。
【００５５】
　本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー及び／又は上述の任意
の他の組成物は、少なくとも１つのカチオン性沈着補助剤、典型的にはカチオン沈着ポリ
マーを含んでよい。カチオン性沈着補助剤は、約０．００１～５、０．０１～１、又は０
．０２～０．５重量％で典型的に存在する。カチオン沈着ポリマーは、ホモポリマーであ
っても、２つ以上の種類のモノマーから生成されてもよい。カチオン沈着ポリマーの分子
量は、典型的には約５，０００～１０，０００，０００、１０，０００以上（≧10,000）
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、又は１００，０００～２，０００，０００である。カチオン沈着ポリマーは、第四級ア
ンモニウム若しくはプロトン化アミノ基、又はこれらの組合せ等のカチオン性窒素含有基
を典型的に有する。カチオン電荷密度は、少なくとも０．１ｍｅｑ／ｇ、典型的には０．
８超（>0.8）、又はさらに高い必要があることが分かっている。カチオン電荷密度は、４
ｍｅｑ／ｇを超えるべきではなく、それは典型的には３未満（<3）、より典型的には２ｍ
ｅｑ／ｇ未満（<2meq/g）である。電荷密度はケルダール法を用いて測定することができ
、使用における所望のｐＨ、概して約３～９又は４～８において、上述の限度内である。
任意及びすべての値又は上述の値の間の範囲の値もまた使用され得ることが、企図される
。カチオン性窒素含有基は、カチオン沈着ポリマーの全モノマー単位の画分上に置換基と
して典型的に存在する。したがって、カチオン沈着ポリマーがホモポリマーでない場合、
それは、スペーサ非カチオン性モノマー単位を含むことができる。かかるカチオン沈着ポ
リマーは、ＣＴＦＡ　Ｃｏｓｍｅｔｉｃ　Ｉｎｇｒｅｄｉｅｎｔ　Ｄｉｒｅｃｔｏｒｙ，
３ｒｄ　ｅｄｉｔｉｏｎに記載されており、この記載は、本願明細書の１つ以上の非限定
的実施形態において参照により明示的に援用される。好適なカチオン性沈着補助剤として
は、例えば、水溶性スペーサモノマーと、カチオン性アミン又は第四級アンモニウム官能
性を有するビニルモノマーのコポリマー、例えば、（メタ）アクリルアミド、アルキル及
びジアルキル（メタ）アクリルアミド、アルキル（メタ）アクリレート、ビニルカプロラ
クトン、並びにビニルピロリジンが挙げられる。アルキル及びジアルキル置換モノマーは
、典型的には炭素数１～７のアルキル基、更に典型的には炭素数１～３のアルキル基を有
する。他の好適なスペーサとしては、ビニルエステル、ビニルアルコール、無水マレイン
酸、プロピレングリコール、及びエチレングリコールが挙げられる。カチオン性アミンは
、組成物の特定の種及びｐＨに応じて、第一級、第二級、又は第三級アミンであり得る。
概して、第二級及び第三級アミン、特に第三級が典型的である。アミン置換ビニルモノマ
ー及びアミンは、アミン形態で重合され、次いで、四級化によってアンモニウムに変換さ
れ得る。好適なカチオン性アミノ及び第四級アンモニウムモノマーとしては、例えば、ジ
アルキルアミノアルキルアクリレート、ジアルキルアミノアルキルメタクリレート、モノ
アルキルアミノアルキルアクリレート、モノアルキルアミノアルキルメタクリレート、ト
リアルキルメタクリルオキシアルキルアンモニウム塩、トリアルキルアクリルオキシアル
キルアンモニウム塩、ジアリル第四級アンモニウム塩で置換されたビニル化合物、並びに
ピリジニウム、イミダゾリウム、及び四級化ピロリジン等の環状カチオン性窒素含有環を
有するビニル第四級アンモニウムモノマー、例えば、アルキルビニルイミダゾリウム、及
び四級化ピロリジン、例えば、アルキルビニルイミダゾリウム、アルキルビニルピリジニ
ウム、アルキルビニルピロリジン塩が挙げられる。これらのモノマーのアルキル部分は、
典型的には低級アルキルで、炭素数が１～７のアルキル、より典型的には炭素数１及び２
のアルキル等である。本願明細書で用いるのに好適なアミン置換ビニルモノマーとしては
、ジアルキルアミノアルキルアクリレート、ジアルキルアミノアルキルメタクリレート、
ジアルキルアミノアルキルアクリルアミド、及びジアルキルアミノアルキルメタクリルア
ミドが挙げられ、アルキル基は典型的には炭素数１～７のヒドロカルビル、より典型的に
は炭素数１～３のアルキルである。カチオン性沈着補助剤は、アミン及び／若しくは第四
級アンモニウム置換モノマー並びに／又は相溶性スペーサモノマー由来のモノマー単位の
組合せを含むことができる。好適なカチオン性沈着補助剤としては、例えば：１－ビニル
－２－ピロリジン及び１－ビニル－３－メチルイミダゾリウム塩（例えば、塩化物）のコ
ポリマー（当業界では、ｔｈｅ　Ｃｏｓｍｅｔｉｃ，Ｔｏｉｌｅｔｒｙ，ａｎｄ　Ｆｒａ
ｇｒａｎｃｅ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ，「ＣＴＦＡ」により、Ｐｏｌｙｑｕａｔｅｒｎ
ｉｕｍ－１６と称される）、例えば、ＢＡＳＦ　Ｗｙａｎｄｏｔｔｅ　Ｃｏｒｐ．（Ｐａ
ｒｓｉｐｐａｎｙ，Ｎ．Ｊ．，ＵＳＡ）より商標名ＬＵＶＩＱＵＡＴ（例えばＬＵＶＩＱ
ＵＡＴ　ＦＣ　３７０）で市販されているもの等；１－ビニル－２－ピロリジン及びジメ
チルアミノエチルメタクリレートのコポリマー（当業界では、ＣＴＦＡによってＰｏｌｙ
ｑｕａｔｅｒｎｉｕｍ－１１と称される）、例えば、Ｇａｒ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（
Ｗａｙｎｅ，Ｎ．Ｊ．，ＵＳＡ）より商標名ＧＡＦＱＵＡＴ（例えばＧＡＦＱＵＡＴ　７
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５５Ｎ）で市販されているもの等；カチオン性ジアリル第四級アンモニウム含有ポリマー
、例えば、ジメチルジアリルアンモニウムクロライドホモポリマー並びにアクリルアミド
及びジメチルジアリルアンモニウムクロライドのコポリマー、当業界（ＣＴＦＡ）でそれ
ぞれＰｏｌｙｑｕａｔｅｒｎｉｕｍ　６及びＰｏｌｙｑｕａｔｅｒｎｉｕｍ　７と称され
るもの；米国特許第４，００９，２５６号に記載の、３～５個の炭素原子を有する不飽和
カルボン酸のホモポリマー及びコポリマーのアミノアルキルエステルの鉱酸塩；並びに英
国出願第９４０３１５６．４号（ＷＯ９５／２２３１１）に記載のカチオン性ポリアクリ
ルアミドが挙げられる。これらはそれぞれ、本願明細書の１つ以上の非限定的実施形態に
おいて参照により明示的に援用される。使用され得る他のカチオン性沈着補助剤としては
、カチオン性セルロース誘導体及びカチオン性デンプン誘導体等の多糖類ポリマーが挙げ
られる。本開示の組成物での使用に好適なカチオン性多糖類ポリマー材料としては、式：
Ａ－Ｏ（Ｒ－Ｎ＋Ｒ１Ｒ２Ｒ３Ｘ－）のものが挙げられ、式中、Ａは、デンプン又はセル
ロース無水グルコース残基等の無水グルコース残基であり、Ｒは、アルキレンオキシアル
キレン、ポリオキシアルキレン、若しくはヒドロキシアルキレン基、又はそれらの組合せ
であり、Ｒ１、Ｒ２及びＲ３は独立して、アルキル、アリール、アルキルアリール、アリ
ールアルキル、アルコキシアルキル、又はアルコキシアリール基であり、各基は、最大で
１８個の炭素原子を含有し、各カチオン部分に対する炭素原子の総数（すなわち、Ｒ１、
Ｒ２、Ｒ３中の炭素原子の合計）は、典型的には約２０個以下であり、Ｘはアニオン性対
イオンである。カチオン性セルロースは、Ａｍｅｒｃｈｏｌ　Ｃｏｒｐ．（Ｅｄｉｓｏｎ
，ＮＪ，ＵＳＡ）より、ポリマーｉＲ（商標）及びＬＲ（商標）の一連のポリマーで、当
業界（ＣＴＦＡ）でＰｏｌｙｑｕａｔｅｒｎｉｕｍ　１０と称される、トリメチルアンモ
ニウム置換エポキシドと反応させられたヒドロキシエチルセルロースの塩として市販され
ている。別の種類のカチオン性セルロースとしては、当業界（ＣＴＦＡ）においてＰｏｌ
ｙｑｕａｔｅｒｎｉｕｍ　２４と称される、ラウリルジメチルアンモニウム置換エポキシ
ドと反応させられたヒドロキシエチルセルロースのポリマー第四級アンモニウム塩が挙げ
られる。これらの材料は、商標名Ｐｏｌｙｍｅｒ　ＬＭ－２００でＡｍｅｒｃｈｏｌ　Ｃ
ｏｒｐ．（Ｅｄｉｓｏｎ，ＮＪ，ＵＳＡ）より入手できる。使用され得る他のカチオン性
沈着補助剤としては、グアーヒドロキシプロピル塩化トリモニウム等のカチオン性グアー
ガム誘導体が挙げられる（Ｃｅｌａｎｅｓｅ　Ｃｏｒｐ．より一連のＪａｇｕａｒ商標で
市販されている）。他の材料としては、第四級窒素含有セルロースエーテル（例えば米国
特許第３，９６２，４１８号に記載）、及びエーテル化セルロース及びデンプンのコポリ
マー（例えば米国特許第３，９５８，５８１号に記載）が挙げられる。これらはそれぞれ
、本願明細書の１つ以上の非限定的実施形態において参照により明示的に援用される。
【００５６】
　本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー及び／又は上述の任意
の他の組成物は、発泡促進剤を含んでよい。発泡促進剤は、泡の崩壊を遅延する泡安定剤
とは対照的に、界面活性剤の一定のモル濃度で、系から利用可能な泡の量を増加させる薬
剤である。泡の形成は、発泡促進効果がある量の発泡促進剤を、水性媒体に添加すること
によって提供される。発泡促進剤は、脂肪酸アルカノールアミド及びアミンオキシドから
なる群から典型的には選択される。脂肪酸アルカノールアミドは、イソステアリン酸ジエ
タノールアミド、ラウリン酸ジエタノールアミド、カプリン酸ジエタノールアミド、ヤシ
脂肪酸ジエタノールアミド、リノール酸ジエタノールアミド、ミリスチン酸ジエタノール
アミド、オレイン酸ジエタノールアミド、ステアリン酸ジエタノールアミド、ヤシ脂肪酸
モノエタノールアミド、オレイン酸モノイソプロパノールアミド、及びラウリン酸モノイ
ソプロパノールアミドによって例示される。アミンオキシドは、Ｎ－ココジメチルアミン
オキシド、Ｎ－ラウリルジメチルアミンオキシド、Ｎ－ミリスチルジメチルアミンオキシ
ド、Ｎ－ステアリルジメチルアミンオキシド、Ｎ－コカミドプロピルジメチルアミンオキ
シド、Ｎ－タローアミドプロピルジメチルアミンオキシド、ビス（２－ヒドロキシエチル
）Ｃ１２－Ｃ１５アルコキシプロピルアミンオキシドによって例示される。典型的には、
発泡促進剤は、ラウリン酸ジエタノールアミド、Ｎ－ラウリルジメチルアミンオキシド、
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ヤシ酸ジエタノールアミド、ミリスチン酸ジエタノールアミド、及びオレイン酸ジエタノ
ールアミドからなる群から選択される。発泡促進剤は、シャンプー組成物中に、シャンプ
ー組成物の総重量の約１～１５、又は２～１０重量％で典型的に存在する。組成物は、起
泡性能を改善するために、ポリアルキレングリコールを更に含んでもよい。シャンプー組
成物中のポリアルキレングリコールの濃度は、シャンプー組成物の約０．０１～５、０．
０５～３、又は０．１～２重量％である。任意のポリアルキレングリコールは、一般式Ｈ
（ＯＣＨ２ＣＨＲ）ｎ－ＯＨを特徴とし、式中、Ｒは、Ｈ、メチル、及びこれらの組合せ
から選択される。ＲがＨであるとき、これらの材料は、エチレンオキシドのポリマーであ
り、それらはまた、ポリエチレンオキシド、ポリオキシエチレン、及びポリエチレングリ
コールとしても既知である。Ｒがメチルであるとき、これらの材料は、プロピレンオキシ
ドのポリマーであり、それらはまた、ポリプロピレンオキシド、ポリオキシプロピレン、
及びポリプロピレングリコールとしても既知である。Ｒがメチルであるとき、得られるポ
リマーの種々の位置異性体も存在し得ることも理解される。上述の構造において、「ｎ」
は１，５００～２５，０００、２，５００～２０，０００、又は３，５００～１５，００
０の平均値を有する。本願明細書で有用なポリエチレングリコールは、ＲがＨかつ「ｎ」
が平均値２，０００のＰＥＧ－２Ｍ（ＰＥＧ－２Ｍは、Ｐｏｌｙｏｘ　ＷＳＲ９Ｎ－１０
としても既知であり、Ｕｎｉｏｎ　ＣａｒｂｉｄｅよりＰＥＧ－２，０００として入手可
能）、ＲがＨかつ「ｎ」が平均値５，０００のＰＥＧ－５Ｍ（ＰＥＧ－５Ｍは、Ｐｏｌｙ
ｏｘ　ＷＳＲＯ　Ｎ－３５及びＰｏｌｙｏｘ　ＷＳＲＳ　Ｎ－８０としても既知であり、
両者ともＵｎｉｏｎ　Ｃａｒｂｉｄｅより、ＰＥＧ－５，０００及びＰｏｌｙｅｔｈｙｌ
ｅｎｅ　Ｇｌｙｃｏｌ　３００，０００として入手可能）、ＲがＨかつ「ｎ」が平均値７
，０００のＰＥＧ－７Ｍ（ＰＥＧ－７Ｍは、Ｐｏｌｙｏｘ　ＷＳＲＯ　Ｎ－７５０として
も既知であり、Ｕｎｉｏｎ　Ｃａｒｂｉｄｅから入手可能）、ＲがＨかつ「ｎ」が平均値
９，０００のＰＥＧ－９Ｍ（ＰＥＧ－９Ｍは、Ｐｏｌｙｏｘ　ＷＳＲＳ　Ｎ－３３３３と
しても既知であり、Ｕｎｉｏｎ　Ｃａｒｂｉｄｅから入手可能）、並びに、ＲがＨかつ「
ｎ」が平均値１４，０００のＰＥＧ－１４Ｍ（ＰＥＧ－１４Ｍは、Ｐｏｌｙｏｘ　ＷＳＲ
Ｏ　Ｎ－３０００としても既知であり、Ｕｎｉｏｎ　Ｃａｒｂｉｄｅから入手可能）であ
る。他の有用なポリマーとしては、ポリプロピレングリコール及び混合ポリエチレン／ポ
リプロピレングリコールが挙げられる。
【００５７】
　本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー、及び／又は上述の任
意の他の組成物は、シリコーンコンディショニング剤、又は他の非水溶性材料を懸濁する
のに有効な濃度で、本パーソナルケア組成物中に分散した形態で、懸濁化剤を含有する。
かかる濃度は、本パーソナルケア組成物の約０．１～１０、又は０．３～５．０重量％で
あり得る。懸濁化剤としては、アシル誘導体、長鎖アミンオキシド、及びこれらの組合せ
として分類され得る結晶性懸濁化剤が挙げられ、それらの濃度は、シャンプー組成物の約
０．１～５．０、又は０．５～３．０重量％である。これらの懸濁化剤は、米国特許第４
，７４１，８５５号に記載されており、この記載は、本願明細書の１つ以上の非限定的実
施形態において参照により明示的に援用される。これらの典型的な懸濁化剤としては、１
６～２２個の炭素原子を典型的に有する脂肪酸のエチレングリコールエステルが挙げられ
る。より典型的なのはモノステアレート及びジステアレートの両方のエチレングリコール
ステアレートであるが、７％未満（<7%）のモノステアレートを含有するジステアレート
が特に典型的である。他の好適な懸濁化剤としては、典型的には１６～２２個の炭素原子
、より典型的には１６～１８個の炭素原子を有する脂肪酸のアルカノールアミドが挙げら
れ、その典型例としては、ステアリン酸モノエタノールアミド、ステアリン酸ジエタノー
ルアミド、ステアリン酸モノイソプロパノールアミド及びステアリン酸モノエタノールア
ミドステアレートが挙げられる。他の長鎖アシル誘導体としては、長鎖脂肪酸の長鎖エス
テル（例えばステアリン酸ステアリル、パルミチン酸セチル、等）、グリセリルエステル
（例えば、ジステアリン酸グリセリル）及び長鎖アルカノールアミドの長鎖エステル（例
えば、ステアリン酸ステアルアミドジエタノールアミド、ステアリン酸ステアルアミドモ
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ノエタノールアミド）が挙げられる。上に列挙した典型的な材料に加え、長鎖アシル誘導
体、長鎖カルボン酸のエチレングリコールエステル、長鎖アミンオキシド、及び長鎖カル
ボン酸のアルカノールアミドが、懸濁化剤として使用されてもよい。例えば、炭素数８～
２２の鎖を有する長鎖ヒドロカルビルを有する懸濁化剤が使用され得ることが企図される
。懸濁化剤としての使用に好適な他の長鎖アシル誘導体としては、Ｎ，Ｎ－ジヒドロカル
ビルアミド安息香酸及びその可溶性塩（例えば、Ｎａ、Ｋ）、特に、このファミリーのＮ
，Ｎ－ジ（水素添加）Ｃ１６、Ｃ１８及びタローアミド安息香酸種が挙げられ、これらは
、Ｓｔｅｐａｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｎｏｒｔｈｆｉｅｌｄ，Ｉｌｌ，ＵＳＡ）より市販さ
れている。懸濁化剤としての使用に好適な長鎖アミンオキシドの例としては、アルキル（
炭素数１６～２２）ジメチルアミンオキシド、例えば、ステアリルジメチルアミンオキシ
ドが挙げられる。他の好適な懸濁化剤としては、シャンプー組成物の約０．３～３、又は
０．４～１．２重量％の範囲の濃度のキサンタンガムが挙げられる。キサンタンガムの懸
濁化剤としての使用は、例えば米国特許第４，７８８，００６号に記載されており、この
記載は、本願明細書の１つ以上の非限定的実施形態において参照により明示的に援用され
る。長鎖アシル誘導体及びキサンタンガムの組合せもまた、シャンプー組成物中の懸濁化
剤として使用され得る。かかる組合せは、米国特許第４，７０４，２７２号に記載されて
おり、この記載は、本願明細書の１つ以上の非限定的実施形態において参照により明示的
に援用される。他の好適な懸濁化剤としては、カルボキシビニルポリマーが挙げられる。
これらのポリマーのうち典型的なのは、米国特許第２，７９８，０５３号に記載のポリア
リルスクロースと架橋されるアクリル酸のコポリマーであり、この記載は、本願明細書の
１つ以上の非限定的実施形態において参照により明示的に援用される。これらのポリマー
の例としては、Ｂ．Ｆ．Ｇｏｏｄｒｉｃｈ　Ｃｏｍｐａｎｙより入手可能なＣａｒｂｏｐ
ｏｌ　９３４、９４０、９４１、及び９５６が挙げられる。他の好適な懸濁化剤としては
、１６個以上（≧16）の炭素原子を有する脂肪アルキル部分を有する第一級アミンが挙げ
られ、その例としては、パルミタミン又はステアラミンが挙げられ、並びにそれぞれ１２
個以上（≧12）の炭素原子を有する２つの脂肪アルキル部分を有する第二級アミンが挙げ
られ、その例としては、ジパルミトイルアミン又はジ（水素添加タロー）アミンが挙げら
れる。更に他の好適な懸濁化剤としては、ジ（水素添加タロー）フタル酸アミド、及び架
橋無水マレイン酸－メチルビニルエーテルコポリマーが挙げられる。組成物にゲル状粘性
を付与することができるもの、例えば、水溶性又はコロイド状水溶性ポリマー、例えば、
セルロースエーテル（例えば、メチルセルロース、ヒドロキシブチルメチルセルロース、
ヒドロキシプロピルセルロース、ヒドロキシプロピルメチルセルロース、ヒドロキシエチ
ルエチルセルロース及びヒドロキシエチルセルロース）、グアーガム、ポリビニルアルコ
ール、ポリビニルピロリドン、ヒドロキシプロピルグアーガム、デンプン及びデンプン誘
導体、並びに他の増粘剤、粘度調整剤、ゲル化剤等を含む、他の好適な懸濁化剤がシャン
プー組成物中で使用され得る。
【００５８】
　本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー、及び／又は上述の任
意の他の組成物は、１つ以上の水溶性軟化剤を含んでよく、かかる水性軟化剤は、プロピ
レングリコール及びブチレングリコール等の低分子量脂肪族ジオール；グリセリン及びソ
ルビトール等のポリオール；並びにポリエチレングリコール２００等のポリオキシエチレ
ンポリマーを含み得るが、これらに限定されない。使用される水溶性軟化剤（複数を含む
）の特定の種類及び量は、組成物の所望の美的特性に応じて変わり、当業者によって容易
に決定される。
【００５９】
　本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー及び／又は上述の任意
の他の組成物は、上述の担体流体から独立した、１つ以上の油を含んでよい。本願明細書
で使用される用語「油」とは、実質的に水に不溶な任意の材料のことである。好適な油と
しては、これらに限定されないが、ヤシ油等の天然油；鉱物油及び水素添加ポリイソブテ
ン等の炭化水素：オクチルドデカノール等の脂肪族アルコール；炭素数１２～１５のアル



(43) JP 6340437 B2 2018.6.6

10

20

30

40

50

キル安息香酸塩等のエステル；ジペラルゴン酸プロピレン等のジエステル；並びにトリオ
クタン酸グリセリル等のトリエステル、並びにシリコーン、特にシクロメチコーン及びジ
メチコーン及びこれらの組合せが挙げられる。好適な低粘度油は、２５℃で約５～１００
ｍＰａｓの粘度を有し、概して構造ＲＣＯ－ＯＲ’を有するエステルであり、式中、ＲＣ
Ｏはカルボン酸ラジカルを表し、ＯＲ’はアルコール残基である。これらの低粘度油の例
としては、イソノナン酸イソトリデシル、ジヘプタン酸ＰＥＧ－４、ネオペンタン酸イソ
ステアリル、ネオペンタン酸トリデシル、オクタン酸セチル、パルミチン酸セチル、リシ
ノール酸セチル、ステアリン酸セチル、ミリスチン酸セチル、ココ－ジカプリレート／カ
プレート、イソステアリン酸デシル、オレイン酸イソデシル、ネオペンタン酸イソデシル
、ネオペンタン酸イソへキシル、パルミチン酸オクチル、リンゴ酸ジオクチル、オクタン
酸トリデシル、ミリスチン酸ミリスチル、オクトドデカノール、若しくはオクチルドデカ
ノールの組合せ、アセチル化ラノリンアルコール、酢酸セチル、イソドデカノール、ポリ
グリセリル－３－ジイソステアレート、又はこれらの混合物が挙げられる。高粘度表面油
は、約２００～１，０００，０００、又は１００，０００～２５０，０００ｍＰａｓの粘
度を概して有する。表面油としては、ヒマシ油、ラノリン及びラノリン誘導体、クエン酸
トリイソセチル、セスキオレイン酸ソルビタン、Ｃ１０～Ｃ１８トリグリセリド、カプリ
ル酸／カプリン酸／トリグリセリド、ヤシ油、トウモロコシ油、綿実油、トリアセチルヒ
ドロキシステアリン酸グリセリル、トリアセチルリシノール酸グリセリル、トリオクタン
酸グリセリル、水素化ヒマシ油、亜麻仁油、ミンク油、オリーブ油、パーム油、イリッペ
脂、菜種油、大豆油、ヒマワリ種子油、タロー、トリカプリン、トリヒドロキシステアリ
ン、トリイソステアリン、トリラウリン、トリリノレイン、トリミリスチン、トリオレイ
ン、トリパルミチン、トリステアリン、クルミ油、コムギ胚芽油、コレステロール、又は
これらの組合せが挙げられる。油相中の低粘度油対高粘度油について提案される比は、そ
れぞれ約１：１５～１５：１、又は１：１０～１０：１である。本開示の典型的な処方は
、約１～２０％の低粘度表面油及び高粘度表面油の組合せを含む。
【００６０】
　流動パラフィン又は流動石油等の鉱油、ペルヒドロスクアレン又はアララ油等の動物油
、あるいはまた、スイートアーモンド油、カロフィルム油、パーム油、ヒマシ油、アボカ
ド油、ホホバ油、オリーブ油、又は穀物胚芽油等の植物油が使用され得る。例えば、ラノ
リン酸、オレイン酸、ラウリン酸、ステアリン酸又はミリスチン酸のエステル；オレイル
アルコール、リノレイル若しくはリノレニルアルコール、イソステアリルアルコール若し
くはオクチルドデカノール等のアルコール；又はアルコール若しくはポリアルコールのア
セチルグリセリド、オクタノエート、デカノエート若しくはリシノレエートを使用するこ
とも可能である。あるいは、硬化ヒマシ油、硬化パーム油、硬化ヤシ油、若しくは水素添
加タロー等の、２５℃で固体となる硬化油；モノ－、ジ－、トリ－若しくはスクログリセ
リド；ラノリン；又は２５℃で固体となる脂肪酸エステルを用いることが可能である。
【００６１】
　本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー及び／又は上述の任意
の他の組成物は、各種ワックスを含んでよい。ワックスは、大気圧で３５～１２０℃の融
点を一般的に有する。このカテゴリー内のワックスとしては、合成ワックス、セレシン、
パラフィン、オゾケライト、イリッペ脂、ミツロウ、カルナウバ、微結晶、ラノリン、ラ
ノリン誘導体、カンデリラ、カカオバター、シェラックワックス、鯨ろう、ぬかワックス
、カポックワックス、サトウキビワックス、モンタンワックス、鯨ワックス、ヤマモモワ
ックス、又はこれらの組合せが挙げられる。一実施形態において、本パーソナルケア組成
物は、約１０～３０％のワックスの組合せを含む。非シリコーン脂質として用いることが
できるワックスの内、ミツロウ等の動物性ワックス；カルナウバロウ、キャンデリラロウ
、オーリキュリーロウ若しくはモクロウ若しくはコルク繊維若しくはサトウキビワックス
等の植物性ワックス；ミネラルワックス、例えばパラフィン若しくはリグナイトワックス
若しくは微結晶ワックス若しくはオゾケライト；ポリエチレンワックス、及びＦｉｓｃｈ
ｅｒ－Ｔｒｏｐｓｃｈ合成によって得られるワックスを含む合成ワックスを挙げることが
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できる。シリコーンワックスの内、ポリメチルシロキサンアルキル、アルコキシ及び／又
はエステルを挙げることができる。
【００６２】
　本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー及び／又は上述の任意
の他の組成物は、各種粉末を含んでよい。粉末は、一般的には、約０．０２～５０ミクロ
ンの粒度を有する乾燥した粒子状物質と定義することができる。粉末は、有色又は無色（
例えば、白）であってもよい。好適な粉末としては、オキシ塩化ビスマス、雲母チタン、
ヒュームドシリカ、球状シリカビーズ、ポリメチルメタクリレートビーズ、微粉化テフロ
ン（登録商標）、窒化ホウ素、アクリレートポリマー、ケイ酸アルミニウム、オクテニル
コハク酸アルミニウムデンプン、ベントナイト、ケイ酸カルシウム、セルロース、白亜、
トウモロコシデンプン、珪藻土、フラー土、グリセリルデンプン、ヘクトライト、水和シ
リカ、カオリン、ケイ酸マグネシウムアルミニウム、炭酸マグネシウム、水酸化マグネシ
ウム、酸化マグネシウム、ケイ酸マグネシウム、三ケイ酸マグネシウム、マルトデキスト
リン、モンモリロナイト、微結晶セルロース、米デンプン、シリカ、タルク、雲母、二酸
化チタン、ラウリン酸亜鉛、ミリスチン酸亜鉛、ネオデカン酸亜鉛、ロジン酸亜鉛、ステ
アリン酸亜鉛、ポリエチレン、アルミナ、アタパルジャイト、炭酸カルシウム、ケイ酸カ
ルシウム、デキストラン、カオリン、ナイロン、シリル化シリカ、シルクパウダー、セリ
サイト、大豆粉、酸化スズ、水酸化チタン、リン酸三マグネシウム、クルミ殻粉末、又は
これらの組合せが挙げられる。上記粉末は、レシチン、アミノ酸、鉱油、シリコーン油、
又は各種の他の薬剤の単独又は併用によって表面処理してもよく、これによって粉末表面
をコーティングし、粒子を本質的に疎水性にする。
【００６３】
　上記粉末はまた、有機及び／又は無機顔料を含むか、あるいは有機及び／又は無機顔料
であってもよい。有機顔料は、概して、Ｄ＆Ｃ及びＦＤ＆Ｃブルー、ブラウン、グリーン
、オレンジ、レッド、イエロー、等と命名された、アゾ、インジゴイド、トリフェニルメ
タン、アントラキノン、及びキサンチン染料を含む各種芳香族型である。無機顔料は、概
して、レーキ又は酸化鉄と称される、認定された着色添加剤の不溶性金属塩からなる。カ
ーボンブラック、酸化クロム、酸化鉄、ウルトラマリン、ピロリン酸マンガン、アイアン
ブルー、及び二酸化チタン等の粉末着色剤、一般的に着色顔料との併用で用いられる真珠
光沢剤、又は通常着色顔料との併用で用いられ、化粧品業界において一般的に用いられる
いくつかの有機染料を組成物に添加することができる。概して、これらの着色剤は、本パ
ーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー、及び／又は上述の任意の他
の組成物の重量に対して０～２０重量％の量で存在することができる。
【００６４】
　粉末無機又は有機賦形剤もまた、本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサ
ンポリマー、及び／又は上述の任意の他の組成物の重量に対し、概して０～４０重量％の
量で添加することができる。これらの粉末賦形剤は、タルク、雲母、カオリン、酸化亜鉛
又は酸化チタン、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、シリカ、球状二酸化チタン、ガラ
スビーズ、セラミックビーズ、８～２２個の炭素原子を有するカルボン酸から誘導される
金属石鹸、非発泡合成ポリマー粉末、発泡粉末、及び殻物デンプン等の、架橋又は非架橋
であり得る天然有機化合物由来の粉末から選択することができる。賦形剤は、典型的には
組成物の総重量の約０～３５、又は５～１５％の割合で存在してよい。特に、タルク、雲
母、シリカ、カオリン、ナイロン粉末（特にＯＲＧＡＳＯＬ）、ポリエチレン粉末、テフ
ロン（登録商標）、デンプン、窒化ホウ素、ＥＸＰＡＮＣＥＬ（Ｎｏｂｅｌ　Ｉｎｄｕｓ
ｔｒｉｅ）等のコポリマーミクロスフェア、ポリトラップ及びシリコーン樹脂ミクロビー
ズ（例えば東芝のＴＯＳＰＥＡＲＬ）を挙げることができる。
【００６５】
　本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー及び／又は上述の任意
の他の組成物は、日焼け止め剤を含んでよい。日焼け止め剤は２９０～３２０ナノメート
ル（ＵＶ－Ｂ領域）の紫外線を典型的に吸収し、これには、これらに限定されるものでは
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ないが、パラ－アミノ安息香酸誘導体及び桂皮酸エステル、例えばメトキシ桂皮酸オクチ
ル等があり、並びに、ベンゾフェノン及びブチルメトキシジベンゾイルメタン等の、３２
０～４００ナノメートル（ＵＶ－Ａ領域）の範囲の紫外線を吸収するものがある。日焼け
止め剤のいくつかの追加例としては、ｐ－メトキシ桂皮酸２－エトキシエチル；アントラ
ニル酸メンチル；サリチル酸ホモメンチル；ｐ－アミノ安息香酸グリセリル；ｐ－アミノ
安息香酸イソブチル；ｐ－ジメチルアミノ安息香酸イソアミル；２－ヒドロキシ－４－メ
トキシベンゾフェノンスルホン酸；２，２’－ジヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノ
ン；２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン；安息香酸エチルの４－モノ及び４－
ビス（３－ヒドロキシ－プロピル）アミノ異性体；並びにｐ－ジメチルアミノ安息香酸２
－エチルヘキシルがある。様々な実施形態において、日焼け止め剤は欧州特許出願ＥＰ－
Ａ－６７８，２９２号に記載のものであり、この記載は、本願明細書の１つ以上の非限定
的実施形態において参照により明示的に援用される。様々な実施形態において、日焼け止
め剤は、少なくとも１つのカルボン酸又はさらに良好にはスルホン酸基を含む。この酸ラ
ジカルは、遊離型又は部分的若しくは完全に中和型であり得る。酸官能基を含有する１つ
以上の親水性日焼け止め剤を用いることが可能である。少なくとも１つのＳＯ３Ｈ基を含
有する酸性日焼け止め剤の例としては、３－ベンジリジン－２－カンファースルホン酸誘
導体を特に挙げることができる。特に典型的な化合物はベンゼン－１，４－［ジ（３－メ
チリデンカンファー－１０－スルホン酸）］である。この日焼け止め剤は広帯域日焼け止
め剤で、２８０～４００ｎｍの波長の紫外線を吸収することができ、吸収極大は３２０～
４００ｎｍ、特に３４５ｎｍである。この日焼け止め剤は酸性型、又はトリエタノールア
ミン、水酸化ナトリウム及び水酸化カリウムから選択される塩基によって塩化されて使用
される。さらに、この日焼け止め剤はシス又はトランス型で存在することができる。この
日焼け止め剤は商標名Ｍｅｘｏｒｙｌ　ＳＸとして既知である。他の具体例としては、４
－（３－メチリデンカンファー）ベンゼンスルホン酸、３－ベンジリデンカンファー－１
０－スルホン酸、２－メチル－５－（３－メチリデンカンファー）ベンゼンスルホン酸、
２－クロロ－５－（３－メチリデンカンファー）ベンゼンスルホン酸、３－（４－メチル
）ベンジリデンカンファー１０－スルホン酸、（３－ｔ－ブチル－２－ヒドロキシ－５－
メチル）ベンジリデンカンファー－１０－スルホン酸、（３－ｔ－ブチル－２－ヒドロキ
シ－５－メトキシ）ベンジリデンカンファー－１０－スルホン酸、（３，５－ジ－ｔｅｒ
ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ）ベンジリデンカンファー－１０－スルホン酸、２－メトキ
シ－５－（３－メチリデンカンファー）ベンゼンスルホン酸、３－（４，５－メチレンジ
オキシ）ベンジリデンカンファー－１０－スルホン酸、３－（４－メトキシ）ベンジリデ
ンカンファー－１０－スルホン酸、３－（４，５－ジメトキシ）ベンジリデンカンファー
－１０－スルホン酸、３－（４－ｎ－ブトキシ）ベンジリデンカンファー－１０－スルホ
ン酸、３－（４－ｎ－ブトキシ－５－メトキシ）ベンジリデンカンファー－１０－スルホ
ン酸、２－［４－（カンファーメチリデン）フェニル］ベンズイミダゾール－５－スルホ
ン酸がある。好適な化合物については、米国特許第４，５８５，５９７号、並びに仏国特
許ＦＲ２，２３６，５１５号、同２，２８２，４２６号、同２，６４５，１４８号、同２
，４３０，９３８号及び同２，５９２，３８０号に記載されており、これらの記載はそれ
ぞれ、本願明細書の１つ以上の非限定的実施形態において参照により明示的に援用される
。スルホン酸基を含有する日焼け止め剤は、ベンゾフェノンのスルホン酸誘導体、又はＵ
Ｖ－Ｂ照射領域で優れた光防護性能を有し、Ｍｅｒｃｋより商標名「Ｅｕｓｏｌｅｘ　２
３２」で販売されている２－フェニルベンズイミダゾール－５－スルホン酸、ベンゼン－
１，４－ジ（ベンズイミダゾール－２－イル－５－スルホン酸）、ベンゼン－１，４－ジ
（ベンズオキサゾール－２－イル－５－スルホン酸）とすることもできる。親水性日焼け
止め剤は本開示の最終組成物中に、本パーソナルケア組成物の総重量に対して約０．１～
２０重量％、又は０．２～１０重量％とすることができる含有量で存在することができる
。
【００６６】
　付加的な親油性日焼け止め剤を使用することができ、例えば、ジベンゾイルメタンから
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誘導されたもの、特に、高い固有の吸収力を効果的に有する４－ｔｅｒｔ－ブチル－４’
－メトキシジベンゾイルメタン等がある。これらのジベンゾイルメタン誘導体はそれ自体
が、ＵＶ－Ａに有効な日焼け止め剤として周知の製品であり、特に仏国特許出願ＦＲ－Ａ
－２，３２６，４０５号及び同ＦＲ－Ａ－２，４４０，９３３号、並びに欧州特許出願Ｅ
Ｐ－Ａ－０，１１４，６０７号に記載されている。これらの記載はそれぞれ、本願明細書
の１つ以上の非限定的実施形態において参照により明示的に援用される。４－（ｔｅｒｔ
－ブチル）－４’－メトキシジベンゾイルメタンは、Ｇｉｖａｕｄａｎより商標名「Ｐａ
ｒｓｏｌ　１７８９」で現在販売されている。本発明の典型的な別のジベンゾイルメタン
誘導体は４－イソプロピルジベンゾイルメタンであり、この日焼け止め剤はＭｅｒｃｋよ
り「Ｅｕｓｏｌｅｘ　８０２０」という名前で販売されている。同様に、ＵＶ－Ｂ領域で
の有効性について既知の液体親油性日焼け止め剤、オクトクリレンが市販され、特に、Ｂ
ＡＳＦより「Ｕｖｉｎｕｌ　Ｎ　５３９」で販売されている。本開示に用いることができ
る別の親油性（又は脂溶性）日焼け止め剤としては、ｐ－メチルベンジリデンカンファー
を挙げることもできる。これはＵＶ－Ｂ吸収剤としても知られ、特にＭｅｒｃｋより商標
名「Ｅｕｓｏｌｅｘ　６３００」で販売されている。親油性日焼け止め剤は、本開示の組
成物中に、本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー、及び／又は
上述の任意の他の組成物の総重量の約０．５～３０％、又は０．５～２０％とすることが
できる含有量で存在することができる。親油性又は親水性有機日焼け止め剤の他の例につ
いては、欧州特許出願ＥＰ－Ａ－０，４８７，４０４号に記載されており、この記載は、
本願明細書の１つ以上の非限定的実施形態において参照により明示的に援用される。本開
示による化粧品及び／又は皮膚科用組成物はまた、被覆若しくは非被覆酸化金属の顔料あ
るいはナノ顔料（平均一次粒径：概して５～１００ｎｍ、典型的には１０～５０ｎｍ）を
含むことができる。ナノ顔料は、例えば、酸化チタン（アモルファス又はルチル及び／又
はアナターゼ型の結晶）、酸化鉄、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム又は酸化セリウム等のナ
ノ顔料であり、これらはすべてそれ自体が周知の光防護剤であり、（反射及び／又は散乱
）紫外線を物理的に遮断することによって作用する。標準的なコーティング剤としては、
更に、アルミナ及び／又はステアリン酸アルミニウム、並びにシリコーンがある。かかる
被覆又は非被覆酸化金属ナノ顔料は、特に欧州特許出願ＥＰ－Ａ－０，５１８，７７２号
及び同ＥＰ－Ａ－０，５１８，７７３号に記載されており、これらの記載内容のそれぞれ
は、本願明細書の１つ以上の非限定的実施形態において参照により明示的に援用される。
【００６７】
　増粘剤を使用し、前述の任意の組成物に対して好都合な粘度をもたらすことができる。
例えば、２５℃で約５００～２５，０００又は３，０００～７，０００ｍｍ２／ｓの粘度
を得ることができる。好適な増粘剤の例としては、アルギン酸ナトリウム、アラビアゴム
、ポリオキシエチレン、グアーガム、ヒドロキシプロピルグアーガム、ラウレス－４若し
くはポリエチレングリコール４００等のエトキシル化アルコール、メチルセルロース、メ
チルヒドロキシプロピルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、ポリプロピルヒド
ロキシエチルセルロースによって例示されるセルロース誘導体、ヒドロキシエチルアミロ
ース及びデンプンアミロースによって例示されるデンプン及びデンプン誘導体、ローカス
トビーンガム、塩化ナトリウム及び塩化アンモニウムによって例示される電解質、並びに
フルクトース及びグルコース等の糖類、並びにＰＥＧ－１２０メチルグルコースジオレー
ト等の糖類の誘導体、又はこれらの２つ以上の組合せが挙げられる。あるいは、増粘剤は
、セルロース誘導体、糖誘導体、及び電解質から、又はセルロース誘導体と任意の電解質
、及びデンプン誘導体と任意の電解質の組み合わせによって例示される上記増粘剤の２つ
以上の組合せから選択される。増粘剤は、シャンプー組成物に使用されて存在する場合、
２５℃で約５００～２５，０００ｍｍ２／ｓの粘度をもたらし得る。あるいは、増粘剤は
、本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー、及び／又は上述の任
意の他の組成物の総重量に対して０．０５～１０、又は０．０５～５重量％の量で存在し
得る。
【００６８】



(47) JP 6340437 B2 2018.6.6

10

20

30

40

50

　安定剤もまた使用することができる。好適な水相安定剤は、単独又は組合せで、１つ以
上の電解質、ポリオール、エチルアルコール等のアルコール、及び親水コロイドを含むこ
とができる。典型的な電解質は、アルカリ金属塩及びアルカリ土類塩、特に、ナトリウム
、カリウム、カルシウム、及びマグネシウムの塩化物塩、ホウ酸塩、クエン酸塩、及び硫
酸塩、並びにアルミニウムクロロハイドレート、及びポリ電解質、特にヒアルロン酸及び
ヒアルロン酸ナトリウムである。安定剤が電解質であるか、又は電解質を含むとき、その
量は、本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー、及び／又は上述
の任意の他の組成物の約０．１～５、又は０．５～３重量％となる。親水コロイドは、キ
サンタンガム又はビーガム等のガム、及びカルボキシメチルセルロース等の増粘剤を含む
。グリセリン、グリコール、及びソルビトール等のポリオールもまた使用することができ
る。代替のポリオールは、グリセリン、プロピレングリコール、ソルビトール、及びブチ
レングリコールである。大量のポリオールが使用される場合、電解質を添加する必要はな
い。しかしながら、電解質、ポリオール及び水相を安定化させる親水コロイド、例えば、
硫酸マグネシウム、ブチレングリコール及びキサンタンガムの組合せを使用するのが典型
的である。
【００６９】
　前述の組成物のいずれかはまた、制汗剤及び防臭剤であるか、又はこれらを含んでよい
。これらは、例えば、塩化アルミニウム、アルミニウムジルコニウムテトラクロロハイド
レックスＧＬＹ、アルミニウムジルコニウムテトラクロロハイドレックスＰＥＧ、アルミ
ニウムクロロハイドレックス、アルミニウムジルコニウムテトラクロロハイドレックスＰ
Ｇ、アルミニウムクロロハイドレックスＰＥＧ、アルミニウムジルコニウムトリクロロハ
イドレート、アルミニウムクロロハイドレックスＰＧ、アルミニウムジルコニウムトリク
ロロハイドレックスＧＬＹ、ヘキサクロロフェン、塩化ベンザルコニウム、アルミニウム
セスキクロロハイドレート、重炭酸ナトリウム、アルミニウムセスキクロロハイドレック
スＰＥＧ、クロロフィリン－銅錯体、トリクロサン、アルミニウムジルコニウムオクタク
ロロハイドレート、及びリシノール酸亜鉛等である。
【００７０】
　本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー、及び／又は上述の任
意の他の組成物は、二酸化炭素、窒素、亜酸化窒素等の噴射ガス、ブタン、イソブタン、
又はプロパン等の揮発性炭化水素、並びにジクロロジフルオロメタン及びジクロロテトラ
フルオロエタン若しくはジメチルエーテル等の塩素化若しくはフッ素化炭化水素と組み合
せてエアロゾルとすることができる。
【００７１】
　本アミノシロキサンポリマー以外のシリコーンもまた、本パーソナルケア組成物、フィ
ルム、アミノシロキサンポリマー、及び／又は上述の任意の他の組成物中に含んでよい。
例えば、こうしたシリコーンとしては、シリコーン流体、ガム、樹脂、エラストマー；シ
リコーンポリエーテル等のシリコーン界面活性剤及び乳化剤、アミノ官能性シリコーン等
の有機官能性シリコーン、並びにアルキルメチルシロキサンが挙げられる。アルキルメチ
ルシロキサンが本組成物に含まれてもよい。これらのシロキサンポリマーは、式Ｍｅ３Ｓ
ｉＯ［Ｍｅ２ＳｉＯ］ｙ［ＭｅＲＳｉＯ］ｚＳｉＭｅ３を典型的に有し、式中、Ｒは６～
３０個の炭素原子を含有する炭化水素基であり、Ｍｅはメチルを表し、かつＤｐ（すなわ
ち、「ｙ」及び「ｚ」の合計）は３～５０である。揮発性及び液体種のアルキルメチルシ
ロキサンの両方を、本組成物中で使用することができる。
【００７２】
　シリコーンガムもまた、本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマ
ー、及び／又は上述の任意の他の組成物中に含んでよい。好適な非限定的なガムとしては
、２５℃で１，０００，０００ｍｍ２／ｓ（センチストーク）超（>1,000,000mm2/s（cen
tistoke））、あるいは２５℃で５，０００，０００ｍｍ２／ｓ（センチストーク）超（>
5,000,000mm2/s（centistoke））の粘度を有する不溶性ポリジオルガノシロキサンが挙げ
られる。これらのシリコーンガムは、それらの処理を促進させるのに好適な溶媒に既に分
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散された組成物として、典型的に販売されている。超高粘度シリコーンもまた、任意の成
分として含むことができる。これらの超高粘度シリコーンは、２５℃で５００万ｍｍ２／
ｓ（センチストーク）超（>5 million mm2/s（centistoke））、２５℃で最大２０００万
ｍｍ２／ｓ（センチストーク）の運動粘度を典型的に有す。この種の組成物は、例えば米
国特許第６，０１３，６８２号に記載されており、この記載は、本願明細書の１つ以上の
非限定的実施形態において参照により明示的に援用される。
【００７３】
　シリコーン樹脂もまた、本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマ
ー、及び／又は上述の任意の他の組成物中に含んでよい。これらの樹脂は、概して、高度
に架橋されたポリマーシロキサンである。架橋は、三官能性及び／又は四官能性シランを
、製造中に使用される単官能性シラン及び／又は二官能性シランモノマーと共に、組み込
むことによって典型的に得られる。好適なシリコーン樹脂を得るために必要な架橋の程度
は、シリコーン樹脂の製造中に組み込まれるシランモノマー単位の特性に応じて異なる。
概して、十分なレベルの三官能性及び四官能性シロキサンモノマー単位を有し、したがっ
て剛性又は硬質皮膜まで乾燥させるのに十分なレベルの架橋を有するいずれのシリコーン
も、使用することができる。本明細書での適用に好適な市販のシリコーン樹脂は、概して
、低粘度揮発性又は不揮発性シリコーン流体中で硬化されていない形態で供給される。シ
リコーン樹脂は、硬化樹脂構造としてもよりも、むしろそれらの硬化されていない形態で
、本開示の組成物中に組み込まれ得る。
【００７４】
　シリコーンカルビノール流体を、本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサ
ンポリマー、及び／又は上述の任意の他の組成物中に含んでよい。これらの材料は、一般
的には置換ヒドロカルビル官能性シロキサン流体又は樹脂として記載することができ、い
くつかはＷＯ０３／１０１４１２（Ａ２）号に記載されている。この記載は、本願明細書
の１つ以上の非限定的実施形態において参照により明示的に援用される。
【００７５】
　水溶性又は水分散性シリコーン樹脂もまた、本パーソナルケア組成物、フィルム、アミ
ノシロキサンポリマー、及び／又は上述の任意の他の組成物中に含んでよい。これらはま
たポリアルキレンオキシドシリコーンコポリマー、シリコーンポリ（オキシアルキレン）
コポリマー、シリコーングリコールコポリマー、又はシリコーン界面活性剤としても既知
である。これらは、直線熊手型若しくはグラフト型物質、又はＡＢＡ型であることができ
、Ｂはシロキサンポリマーブロックであり、Ａはポリ（オキシアルキレン）基である。こ
のポリ（オキシアルキレン）基は、ポリエチレンオキシド、ポリプロピレンオキシド、又
はポリエチレンオキシド／ポリプロピレンオキシド基の混合体からなることができる。ブ
チレンオキシド又はフェニレンオキシド等の他のオキシドもまた可能である。
【００７６】
　本パーソナルケア組成物、フィルム、アミノシロキサンポリマー、及び／又は上述の任
意の他の組成物のいずれもまた、（ｉ）有機化合物、（ｉｉ）ケイ素原子を含有する化合
物、（ｉｉｉ）有機化合物の混合物、（ｉｖ）ケイ素原子を含有する化合物の混合物、又
は（ｖ）有機化合物とケイ素原子を含有する化合物との混合物等の、他の材料を溶解、懸
濁するため、又は他の材料の物理的特性を変化させるために、工業規模で使用される、溶
剤を含んでよい。
【００７７】
　概して、有機化合物は、芳香族炭化水素、脂肪族炭化水素、アルコール、アルデヒド、
ケトン、アミン、エステル、エーテル、グリコール、グリコールエーテル、アルキルハロ
ゲン化物、又は芳香族ハロゲン化物である。いくつかの一般的な有機溶剤の代表例は、メ
タノール、エタノール、１－プロパノール、シクロヘキサノール、ベンジルアルコール、
２－オクタノール、エチレングリコール、プロピレングリコール、及びグリセロール等の
アルコール；ペンタン、シクロヘキサン、ヘプタン、ＶＭ＆Ｐ溶剤、及びミネラルスピリ
ット等の脂肪族炭化水素；クロロホルム、四塩化炭素、パークロロエチレン、塩化エチル
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、及びクロロベンゼン等のアルキルハロゲン化物；イソプロピルアミン、シクロヘキシル
アミン、エタノールアミン、及びジエタノールアミン等のアミン；ベンゼン、トルエン、
エチルベンゼン、及びキシレン等の芳香族炭化水素；酢酸エチル、酢酸イソプロピル、ア
セト酢酸エチル、酢酸アミル、イソ酪酸イソブチル、及び酢酸ベンジル等のエステル；エ
チルエーテル、ｎ－ブチルエーテル、テトラヒドロフラン、及び１，４－ジオキサン等の
エーテル；エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノメチルエー
テルアセテート、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、及びプロピレングリコール
モノフェニルエーテル等のグリコールエーテル；アセトン、メチルエチルケトン、シクロ
ヘキサノン、ジアセトンアルコール、メチルアミルケトン、及びジイソブチルケトン等の
ケトン；鉱物油、ガソリン、ナフサ、灯油、軽油、重油、及び原油等の石油系炭化水素；
スピンドルオイル及びタービンオイル等の潤滑油；並びにトウモロコシ油、大豆油、オリ
ーブ油、菜種油、綿実油、イワシ油、ニシン油、及び鯨油等の脂肪油である。
【００７８】
　アセトニトリル、ニトロメタン、ジメチルホルムアミド、プロピレンオキシド、リン酸
トリオクチル、ブチロラクトン、フルフラール、松根油、テレビン油、及びｍ－クレオソ
ール等の、「他の」種々の有機溶剤もまた使用することができる。
【００７９】
　溶媒はまた、揮発性の着香料を含んでもよく、これには、冬緑油；ペパーミント油；ス
ペアミント油；メントール；バニラ；桂皮油；丁子油；ベイ油；アニス油；ユーカリ油；
タイム油；ニオイヒバ油；ナツメグ油；セージ油；カッシア油；ココア；カンゾウ；高級
フルクトースコーンシロップ；レモン、オレンジ、ライム、及びグレープフルーツ等の柑
橘油；リンゴ、ナシ、モモ、ブドウ、イチゴ、キイチゴ、サクランボ、プラム、パイナッ
プル、及びアンズ等の果実エッセンス；並びに、酢酸シンナミル、桂皮アルデヒド、ギ酸
オイゲニル、ｐ－メチルアニソール、アセトアルデヒド、ベンズアルデヒド、アニスアル
デヒド、シトラル、ネラール、デカナール、バニリン、トリルアルデヒド、２，６－ジメ
チルオクタナール、及び２－エチルブチルアルデヒド等のアルデヒド及びエステルを含む
他の有用な着香料が含まれる。
【００８０】
　更に、溶剤はまた、天然物及び香油等の揮発性の芳香剤を含んでよい。天然物及び香油
のいくつかの代表例は、アンバーグリース、ベンゾイン、シベット、クローブ、葉油、ジ
ャスミン、マテ、ミモザ、ジャコウ、ミルラ、オリス、ビャクダン油、及びベチバー油；
サリチル酸アミル、アミルシンナミックアルデヒド、酢酸ベンジル、シトロネロール、ク
マリン、ゲラニオール、酢酸イソボルニル、アンブレット、及び酢酸テルピニル等の芳香
性化合物；並びに、フローラルブーケ系、オリエンタル系、シプル系、ウッディー系、シ
トラス系、カヌー系、レザー系、スパイス系、ハーブ系等の種々の古典系の香油である。
【００８１】
　本開示の目的のために使用され得る他の構成成分は、ＰＣＴ／ＵＳ１５／０２４９０５
及びＰＣＴ／ＵＳ１５／０２４８８６に記載されており、これらの記載のそれぞれは、本
願明細書の１つ以上の非限定的実施形態において参照により明示的に援用される。下記の
実施例は、本発明を説明するものであり、本発明を限定するものではない。
　実施例１Ａ：架橋アミノシロキサンポリマーの０．３３モル比での生成
【００８２】
　８オンスの反応槽に以下の成分、５Ｄｐペンダントアミノプロピルシロキサン２．５７
ｇ及び無水マレイン酸０．４４ｇをｄ－クロロホルム３．００ｇと共に投入した。この反
応混合物を５５℃の水浴中で５時間加温し、粘稠な、わずかに黄色の液体を生成した。図
１の下側に示したプロトンＮＭＲスペクトルにおいて、アミノシロキサンのマイケル付加
に伴うｓｐ３プロトンは４．５２ｐｐｍに認められず、６．９１ｐｐｍのｓｐ２プロトン
の存在が認められる。
　実施例１Ｂ：架橋アミノシロキサンポリマーの０．２１モル比での生成
【００８３】
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　８オンスの反応槽に以下の成分、５Ｄｐペンダントアミノプロピルシロキサン１．７９
ｇ及び無水マレイン酸０．２１ｇを投入した。この反応混合物を更に高い反応温度７０℃
に２．５時間加温した。反応生成物は、粘稠な、わずかに黄色の液体である。図１の上側
に示したプロトンＮＭＲスペクトルにおいて、アミノシロキサンのマイケル付加に伴うｓ
ｐ３プロトンの出現が４．５２ｐｐｍに認められ、（同一炭素からの）ｓｐ２プロトンの
部分的な消失が６．９１ｐｐｍに認められる。
　実施例２：架橋アミノシロキサンポリマーの０．２５モル比での生成
【００８４】
　８オンスの反応槽に以下の成分、ペンダントアミノプロピルシロキサン（ＭＤ９４ＤＡ

６Ｍ；式中「Ａ」はアミノプロピル基である）４９．０９ｇ及び無水マレイン酸０．９１
ｇを投入した。この反応混合物を恒温槽中７０℃で２．５時間加温した。反応生成物は硬
く、視覚的には澄明で、感知可能なアミン臭のない、広範囲に架橋したゲルである。周波
数変調実験の結果（図２に示した）は、貯蔵弾性率（Ｇ’）と損失弾性率（Ｇ”）との比
較により、架橋アミノシロキサンポリマーについては、Ｇ’の方がＧ”よりも高いことか
ら、架橋結合の証拠を示している。温度走査実験の結果（図３に示した）は、貯蔵弾性率
（Ｇ’）と損失弾性率（Ｇ”）との比較により、架橋アミノシロキサンポリマーについて
は、Ｇ’の方がＧ”よりも高いことから、架橋結合の証拠を示している。
　実施例３：架橋アミノシロキサンポリマーの０．３３モル比での生成
【００８５】
　８オンスの反応槽に以下の成分、ペンダントアミノプロピルシロキサン（ＭＤ９４ＤＡ

６Ｍ）４８．８０ｇ及び無水マレイン酸１．２２ｇを投入した。この反応混合物を恒温槽
中７０℃で２．５時間加温した。反応生成物は硬く、視覚的には澄明で、感知可能なアミ
ン臭のない、広範囲に架橋したゲルである。周波数変調実験の結果（図４に示した）は、
貯蔵弾性率（Ｇ’）と損失弾性率（Ｇ”）との比較により、架橋結合の証拠を強く示して
いる。
　実施例４：架橋アミノシロキサンポリマーの０．２３モル比での生成
【００８６】
　８オンスの反応槽に以下の成分、無水イタコン酸１．２６ｇ及び１００Ｄｐペンダント
アミノプロピルシロキサン５８．７４ｇを投入した。この反応混合物を８０℃の水浴中で
５時間加熱し、ゲルを生成した。図５に示した周波数走査において、貯蔵弾性率（Ｇ’）
の方が損失弾性率（Ｇ”）より高いことから、生成物は架橋していることが確認される。
【００８７】
　様々な非限定的実施形態において、本開示は１つ以上のエマルジョン、化合物、反応物
質、方法工程、又はＰＣＴ／ＵＳ１５／２０６４０（代理人明細書番号：ＤＣ１１９３７
　ＰＣＴ　１を有する）の開示内容の任意の他の部分を含み、本願明細書において、その
全体を、これらの非限定的実施形態において明示的に援用される。
【００８８】
　本願明細書で使用される用語「含む」（comprising又はcomprise）は、これらの広い意
味で、「含む」（including、include）、「実質的に．．．からなる」（consist（ing）
essentially of）、及び「．．．からなる」（consist（ing）of）を包含する。説明的な
実例を列挙するための「例えば」（for example）、「等」（e.g.）、「等の」（such as
）、及び「を含む」（including）の使用によって、列挙された例だけに限定するもので
はない。したがって、「例えば」（for example）又は「等の」（such as）は、「例えば
．．．だが、．．．に限定されない」（for example, but not limited to）又は「．．
．等の．．．だが、．．．に限定されない」（such as, but not limited to）という意
味であり、他の同様又は同等の例を包含する。本願明細書で使用される用語「約」（abou
t）は、機器分析によって測定された数値のわずかな変動、又は試料の取扱いの結果によ
る数値のわずかな変動を、合理的に包含又は記述するためのものである。このようなわず
かな変動は、数値の±０～１０、±０～５、又は±０～２．５％であり得る。更に、用語
「約」（about）は、数値の範囲が関係する場合は、両方の数値に適用される。また、用
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願明細書で使用される、値の範囲における波線「～」（a hyphen“－”or dash“－”）
は、「まで」（to）又は「（．．．から）．．．まで（含めて）」（through）；「＞」
は「を超える」（above）又は「より大きい」（greater-than）；「≧」は「少なくとも
」（at least）又は「以上」（greater-than or equal to）；「＜」は「より小さい」（
below）又は「未満」（less-than）；並びに、「≦」は「最大」（at most）又は「以下
」（less-than or equel to）である。前述の特許出願、特許、及び／又は特許出願公開
のそれぞれは、個別に、その全体が、本願明細書において参照により１つ以上の非限定的
実施形態において明示的に
援用される。変動が本開示の範囲内にある限り、上述の値のうちの１つ以上が、±５％、
±１０％、±１５％、±２０％、±２５％等の範囲で変動してもよい。マーカッシュ群の
各要素からは、他のすべての要素から独立して予期せぬ結果を得られる可能性がある。各
要素は、それぞれ個々に及び／又は組合せにおいて依存し得るものであり、特許請求の範
囲内において具体的な実施形態に適切な裏付けを与える。独立請求項、並びに単一及び複
数の従属の両方の従属請求項の全ての組合せの主題が、本願明細書に明示的に企図される
。任意及びすべての値又は上述の値の間の範囲の値もまた使用され得ることが、企図され
る。更に、すべての化学、すべての化合物、及び上述の概念、並びに上述のすべての下付
き及び上付きの値は、様々な非限定的実施形態において明示的に企図される。本開示は、
説明の文言を含めて限定なものではなく、例示的なものである。本発明は上記の記載事実
に照らして多くの修正及び変更が可能であり、また本発明は本願に具体的に記載したもの
と異なる形で実施することが可能である。

【図１】 【図２】
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